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はじめに 

 

 草加市教育委員会ではこれまで、第二次草加市教育振興基本計画「笑顔かがやく草加教育
プラン」で掲げた基本理念である「生きる力を共に教え育てる草加の教育」の実現を目指し、子ども
教育、社会教育、人権教育の各分野において、関係機関や家庭・地域との連携を図りながら、子
どもたちはもとより市民の誰もが笑顔かがやく豊かな人生を送れるよう、各施策を総合的・計画的に
推進してまいりました。 
 第二次計画を策定してから４年が経過する中、人口構造の変化や少子高齢化、人工知能やビッ
グデータの活用などの技術革新が急速に進むなど、社会全体で大きな転換期を迎えようとしています。
さらに、小中学校においては、学習指導要領の全面実施を控えるなど、社会状況の変化への対応
を踏まえながら、更なる教育行政の推進を目指していくことが求められております。 
 このため、本市では、市民の皆様や関係機関などからご意見をいただくとともに、市⾧とも連携を
図りながら、今後の４年間を通じた教育政策の方向性を見据え、取り組むべき課題などを整理し、
本市における教育行政の最上位計画として、第三次草加市教育振興基本計画を策定いたしました。 
 第三次計画では、現行計画に引き続き、子ども教育の連携の推進を重点施策の一つとして位
置付け、子どもたち一人ひとりの自己肯定感や自己有用感を高めるため、園や校種を超えた連携
を更に進め、市全体で幼保小中を一貫した教育を推進してまいります。また、全小中学校にコミュニ
ティ・スクールを導入し、これまで以上に学校と家庭・地域との連携を深め、協働しながら「地域ととも
にある学校づくり」を目指してまいります。 
 今後とも、当該計画で掲げた基本理念の実現のため、学校・家庭・地域など関係者や関係機
関が一体となり、本市の教育の充実、発展に努めてまいりますので、市民の皆様のご理解とご協力
をお願いいたします。 
 
 
                        令和２年 月 
 
                        草加市教育委員会    
 
                        教育⾧  
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第１章 計画の基本的事項 

 １ 計画策定の経緯及び位置付け 
 
 

 草加市教育委員会では、平成２４年度（2012年度）から教育基本法第１７条第２項に基づき、

本市における教育の振興のための施策に関する基本的な計画として、草加市教育振興基本計

画を策定し、「生きる力を共に教え育てる草加の教育」を基本理念とし、様々な施策を展開し

てきました。 

 平成２８年度（2016年度）からの４年間、第一次計画の基本理念を継承し、第二次草加市教

育振興基本計画（以下「第二次計画」といいます。）を定め、次代を担う子どもたちの育成を

目指した様々な教育活動や地域の力を育む生涯学習活動を推進してきました。 

 特に、０歳から１５歳までの全ての子どもの育ちを、幼稚園・保育園・認定こども園・小学

校・中学校（以下「幼保小中」といいます。）と家庭・地域が連携し、地域社会が一体となっ

て共に支える、子ども教育の連携の推進を重点施策の一つとして位置付け、子どもの育ちと学

びの連続性を確保し、「生きる力✪」の三要素である、「確かな学力✪、豊かな心、健やかな体」

を総合的に育む施策を推進してきました。また、子どもたちの学習環境の改善に向け、小中学

校の校舎・屋内運動場等について、大規模改造やトイレ改修、非構造部材✪耐震化など各種整

備を進めてきました。 

 社会教育では、第三次草加市生涯学習基本計画を基に、市民との協働による多様な学習機会

の創出、地域の学習資源の活用、学習情報の積極的な発信を行うことにより生涯を通した学習

活動の推進体制の充実を図ってきました。平成２９年度（2017年度）には草加市子ども読書活

動推進計画を策定し、子どもが読書に親しむ環境の充実を図りました。また、国指定名勝「お

くのほそ道の風景地 草加松原」✪を始めとする文化財の保存活用や歴史民俗資料館の整備を

図り、新たに策定した草加市文化財保護指針に基づき、地域の貴重な文化遺産の保護に向けた

取組を進めてきました。 

 人権教育では、一人ひとりの基本的人権が尊重され、平和で住み良い社会を実現するための

人権教育を推進してきました。 

 このように本市では、基本理念の実現に向け、様々な施策を展開してきましたが、この間、

急速に進む少子高齢化、グローバル化や高度情報化の進展、環境問題の深刻化、さらには家族

形態の変容や地域のつながりの希薄化など、社会情勢や子どもたちを取り巻く環境が大きく

変化してきました。 

 こうした中、国では、社会状況の変化への対応や教育基本法の理念の実現に向け、平成３０

年（2018年）６月に第３期教育振興基本計画が策定されました。埼玉県においても、令和元年

（2019年）７月に、第３期教育振興基本計画を策定し、目指すべき教育の姿を明示しています。 
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 本市においても、第二次計画が令和元年度（2019年度）に終了することから、時代の変化や

子どもたちの状況、教育課題の動向を踏まえ、これまでの教育振興基本計画を基に築いてきた

取組をより確実なものにするとともに、子どもたち一人ひとりの可能性を伸ばしていくため、

また、子どもから高年者まで生涯にわたり学び続け、一人ひとりが豊かな人生を送れるよう、

令和２年度（2020年度）を初年度とする第三次草加市教育振興基本計画を策定する運びとなり

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ＊草加市教育大綱とは 
  地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、草加市総合教育会議において、市

長と教育委員会が協議・調整の上、市長が定める教育の目標や施策の基本的な方針 
 

第３期教育振興基本計画 
（平成３０年度～令和４年度） 第三次草加市 

教育振興基本計画 
（令和２年度～令和５年度） 草加市における 

個別計画 

第四次草加市総合振興計画 
第二期基本計画 

（令和２年度～令和５年度） 

教育における個別計画 
○第三次草加市子ども教育連携推進基本方針・行動計画 
○草加市子ども読書活動推進計画 
○草加市生涯学習推進指針 
○国指定名勝「おくのほそ道の風景地 草加松原」保存活用計画 等 

国 

市 

参酌 

第３期教育振興基本計画 
（令和元年度～令和５年度） 

県 参酌 

連動 

連携 

草加市教育大綱＊ 

整合 整合 

整合 
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 ２ 計画の策定手続 
 
 

 第三次草加市教育振興基本計画の策定に当たり、教育関係者、関係団体に意見を伺い、反映

させました。また、パブリックコメント等を通じ、広く市民の皆様からの意見を盛り込みまし

た。 

 

 ３ 計画の対象 
 
 

 生涯における人間の学びの場は、大きく学校・家庭・地域の三つに分かれています。 

 第三次草加市教育振興基本計画は、この三つの学びの場における教育が、有機的なつながり

を持って進められていくことの重要性を踏まえ、幼稚園・保育園・認定こども園における幼児

期の教育及び小中学校における学校教育（以下「子ども教育」といいます。）、家庭や地域に

おける社会教育を含めた生涯学習を対象としています。 

 

 ４ 計画の期間 
 
 

 第三次草加市教育振興基本計画の対象期間は、第四次草加市総合振興計画第二期基本計画

との整合性を図るため、令和２年度（2020年度）から令和５年度（2023年度）までの４年間と

します。 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

 

 

 

 

 ５ 計画の進行管理 
 
 

 第三次草加市教育振興基本計画の進行を管理していくため、毎年度、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第２６条の規定に基づく事務の点検及び評価の過程において、有識者の

知見等を活用する中で、施策の評価を行います。 

 計画の進行状況を把握するとともに、必要な改善、見直しを行い、結果を公表します。その

結果を翌年以降の施策に反映させながら、計画の実現を図っていきます。 

 

第三次草加市教育振興基本計画 

次期計画  見直し 



 
 

 

 

  

第 2 章 
教育を取り巻く環境の
変化と課題 
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第２章 教育を取り巻く環境の変化と課題 

 １ 人口構造の変化と少子高齢化 
 
 

 国の人口は、平成２０年（2008年）をピークとして減少傾向にあり、令和１２年（2030年）に

かけて２０代、３０代の若い世代が約２割減少するほか、６５歳以上が総人口の３割を超える

など生産年齢人口の減少が加速することが予測されています。 

 本市の総人口は、令和８年（2026年）までは、徐々に増える推計となっていますが、年少人口

は減少傾向にあり、人口構造の変化や少子化が進行していくことが想定されています。また、平

均寿命の延伸に伴い、全人口に占める高年者の割合が増加し、今後、超高齢社会✪を迎えること

が想定されています。 

 人口構造の変化や少子高齢化は、労働力人口の減少による経済活動の縮小や社会の活力の低

下をもたらすだけでなく、地域社会の維持が困難になるなど、市民生活に大きな影響を及ぼす

ことが懸念されます。 

 全ての人々がこれからの社会を担い生き抜いていく力を育むとともに、生涯にわたり、様々

な分野でそれぞれの役割や能力を発揮することが求められています。 

 

将来人口推計 
（単位：人）     

 

資料：平成３０年４月１日時点の住民基本台帳を基にした市独自推計 

  

年齢区分 2017年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

   0～14 31,411 30,875 30,371 29,960 29,618 29,202 28,792 28,674 28,512 28,375 28,234 28,087

 15～64 156,769 157,095 157,579 158,305 159,207 159,766 160,467 161,801 162,281 162,458 162,358 162,065

 65～ 59,301 60,269 60,895 61,352 61,660 61,737 61,681 61,739 61,687 61,662 61,707 61,875

合計 247,481 248,239 248,845 249,617 250,485 250,705 250,940 252,214 252,480 252,495 252,299 252,027

2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

27,924 27,866 27,782 27,887 27,990 28,055 28,105 28,128 28,143 28,111 28,019 27,928

161,537 160,588 159,616 158,671 156,964 155,064 153,209 151,183 148,865 146,584 144,346 142,429

61,561 62,153 62,716 62,962 63,910 64,994 66,225 67,562 69,117 70,625 72,095 73,212

251,022 250,607 250,114 249,520 248,864 248,113 247,539 246,873 246,125 245,320 244,460 243,569

2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052

27,806 27,649 27,450 27,218 26,956 26,669 26,366 26,054 25,741 25,435 25,140 24,861

140,798 139,469 138,307 137,363 136,598 135,934 135,421 134,923 134,468 134,107 133,732 133,464

74,048 74,599 74,995 75,195 75,235 75,187 74,993 74,773 74,483 74,071 73,628 73,013

242,652 241,717 240,752 239,776 238,789 237,790 236,780 235,750 234,692 233,613 232,500 231,338

2053 2054 2055 2056 2057 2058 2059 2060 2061 2062 2063 2064 2065

24,600 24,362 24,150 23,962 23,802 23,669 23,561 23,478 23,416 23,370 23,336 23,308 23,282

133,173 132,802 132,492 132,147 131,715 131,071 130,435 129,591 128,707 127,699 126,649 125,442 124,321

72,366 71,719 70,937 70,110 69,291 68,608 67,858 67,258 66,660 66,159 65,687 65,379 65,005

230,139 228,883 227,579 226,219 224,808 223,348 221,854 220,327 218,783 217,228 215,672 214,129 212,608

※網掛けは最高値 
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 ２ 情報化社会とグローバル化の進展 
 
 

 コンピュータ及びインターネットの進化と広がりに代表されるように、情報技術は格段の進

歩を遂げ、今日の社会において欠かせないものになっています。とりわけ、近年では第四次産

業革命ともいわれる、進化した人工知能が様々な判断を行ったり、身近なものの働きがインタ

ーネット経由で最適化されたりする時代の到来が社会や生活を大きく変えていくとの予測がな

されているため、子どもたちへの情報活用能力の育成が求められています。 

 本市では、全小中学校に校内の様々な場所で無線ＬＡＮを利用できる環境を整え、タブレッ

ト型パソコンや電子黒板などを導入するなど、日常的にＩＣＴ✪を活用できる環境を整えてい

るところですが、今後は、今まで以上に授業の効率化につながるＩＣＴ✪の利活用などＩＣＴ✪

環境を学習活動にいかしていく必要があります。 

 一方で、「ネット依存」、「ネットいじめ」といったＩＣＴ✪をめぐる新たな問題も生じて

います。子どもたちには、得られた情報のみにとらわれることなく、情報の真偽を見極めて主

体的に考え、正しく判断するための情報リテラシー教育✪や携帯電話等の利用マナーを身に付

けるための家庭でのルールづくりや学校における情報モラル教育の充実が求められています。 

 また、経済、人、情報、文化など様々な分野で、加速度的にグローバル化が進展していま

す。本市においても外国人が多く在住しており、外国語によるコミュニケーション能力や、異

なる文化に対する理解、共存等の必要性も増しています。 

 このような中、子どもたちは国際社会で生きる日本人としての自覚を持つことや、コミュニ

ケーション能力等を身に付けることが求められていることから、国際理解教育や外国語教育を

更に充実させることが必要です。 

 

 

携帯電話やスマートフォンの使用状況 

 

資料：平成２９年度全国学力・学習状況調査「児童生徒質問紙調査」 

                        ＊平成３０年度は調査項目なし 

 

草加市 埼玉県 全国 草加市 埼玉県 全国

「普段（月～金）、１日当たりどれくら
いの時間、携帯電話やスマートフォンで
通話やメール、インターネットをします
か（携帯電話やスマートフォンを使って
ゲームをする時間は除く）の設問に対す
る「３時間以上」の割合

8.0% 6.4% 7.0% 20.5% 16.8% 18.1%

「携帯電話やスマートフォンの使い方に
ついて、家の人と約束したことを守って
いますか」の設問に対する「きちんと
守っている」、「だいたい守っている」
の合計の割合

50.9% 48.3% 48.7% 53.1% 51.8% 50.6%

小学６年生 中学３年生
設問
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在住外国人の状況 
 

              資料：平成３０年版草加市統計 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成３０年版草加市統計書 

（注）平成２４年７月９日付けで、住民基本台帳法の一部改正及び外国人登録法が廃止され、 

   従来の外国人登録人は基本的に住民基本台帳（外国人）へ移行した。 

 

 ３ 経済構造と雇用状況の変化に伴う格差への対応 
 
 

 サービス産業の拡大、外国人就業者の増加、終身雇用・年功序列から成果・能力重視への雇

用形態の変容、パートタイム・アルバイトなど非正規雇用者の割合の増加、女性の社会進出の

割合の増加など、経済構造と雇用状況の多様化が進行しています。 

 こうした状況の中、経済的格差による子どもの貧困の問題が指摘されています。「子供の貧

困対策に関する大綱」では、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることの

ないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会

均等を図るとともに、全ての子どもたちが夢や希望を持って成長していける社会の実現を目指

していくことが求められています。 

 今後は、子どもたちが将来の夢や希望を持ち、その実現に向けて努力していく意欲・態度等

を育成するため、また、子どもたちが成長する過程で最善の方法を主体的に選択することがで

きるよう、子どもたちへの支援体制の充実が求められています。 

 

 ４ 自然災害に備えた対応 

 

 地球温暖化を始め、これまでにない異常気象の多発やエネルギー問題など、地球規模での環

境問題が深刻化しています。特に、東日本大震災や熊本地震といった大規模地震、台風などに

よる風水害は、市民生活に大きな影響をもたらす事態となっています。 

 今後、予測不能な自然災害に備え、子どもたちが安全に安心して学校生活を送れるよう、学

校施設の整備や熱中症の予防などの対策を今まで以上に進めていくことが求められます。 

 また、子どもたちが環境に対する意識を高める取組を推進するとともに、学校施設は、災害

時には地域住民の緊急避難場所としての役割を果たすことから、子どもたちに防災意識を高め

る取組を推進する必要があります。 

4,763 4,843 4,866 
4,428 4,625 

5,034 5,295 
5,803 

6,306 
6,737 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

（人） 各年 1 月 1 日現在 
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 ５ 多様なニーズに対応した教育機会の提供等 
 
 

 近年、いじめや暴力行為等の問題行動の発生、不登校児童生徒数、特別支援学級・特別支援

学校に在籍する児童生徒数、日本語指導が必要な児童生徒数の増加など、多様な教育的ニーズ

への対応が必要となってきています。 

 本市では、いじめ・不登校などに対する教育相談、問題行動の予防や解決を図るための積極

的な生徒指導の充実や「草加市学校におけるいじめの防止等のための基本的な方針」に基づき、

いじめの未然防止・早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関と緊密に連携を図りなが

らいじめ撲滅に取り組むなど、複雑化・困難化している問題に対応してきました。 

 特別支援教育✪に関するニーズへの対応については、障がいのある子どもとない子どもが共

に学ぶことを追求し、多様な学びの場をその時々に応じて効果的に活用し、特別な教育的支援

が必要な子ども一人ひとりの可能性を最大限発揮させるために必要な配慮を行うことなどの支

援を通じて、特別支援教育✪の充実を図ることが求められています。 

 また、日本語指導が必要な児童生徒数が増加傾向にあるため、国際理解教育補助員✪を配置

し、一人ひとりの学習をきめ細かに支援することで、子どもたちが抱える学校生活への不安を

取り除けるようにしていく必要があります。 

 今後も、多様な教育的ニーズに柔軟に対応し、教育機会の提供や配慮、支援を行っていくこ

とが求められています。 

 

６ 家庭や地域社会の変化への対応 

 

 総人口が微増傾向にある一方で、本市の一世帯当たり人口や年少人口が減少傾向にあり、核

家族化や少子化の進行がうかがえます。 

 核家族化や少子化の進行により、子どもたちにとって祖父母の経験からの学びや兄弟姉妹で

切磋琢磨する機会は減少しています。また、親の子育ても手探り状態で行わざるを得ない状況

も生じています。家庭は全ての教育の出発点として、日々の生活を通して子どもが基本的な生

活習慣や規範意識を身に付ける場であることから、家庭での子育てや教育の在り方について見

つめ直す必要があります。また、都市化の進行、家族形態の変容、価値観やライフスタイルの多

様化などにより、地域との関わりを持たない暮らし方が増えています。身近な人と関わること

が少なくなり、子どもたちの規範意識や社会性などが育まれにくくなってきている、また、子

育てについての悩みや不安を抱える保護者が増加してきているといった課題が指摘されていま

す。 

 人と人とのつながりの希薄化が懸念される中で、子どもたちをよりよく育むためには、地域

やＰＴＡ活動における学校との連携を始め、地域と学校がお互いの力をより一層発揮し、一体

となった取組を進めることが不可欠です。今後、地域でどのような子どもたちを育てるのか、

何を実現していくのかという目標やビジョンを地域の方々と共有し、地域と一体となって子ど

もたちを育む「地域とともにある学校」へと転換していくことが求められています。 
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一世帯当たり人口（総人口）  
                       （各年１月１日現在） 

 
                    資料：平成３０年版草加市統計書 

 

 ７ 学習指導要領改訂への対応 

 

 学習指導要領では、これまでの学校教育の実践や蓄積をいかし、子どもたちがこれからの社

会を切り拓
ひら

くための資質・能力✪を一層確実に育成するとともに、子どもたちに求められる資質・

能力✪とは何かを社会と共有し、連携する「社会に開かれた教育課程✪」を実現することが示さ

れました。 

 小学校では令和２年度（2020 年度）から、中学校では令和３年度（2021 年度）から学習指導

要領の全面実施を控えていますが、子どもたちの知識の理解の質を高め、資質・能力✪を育む「主

体的・対話的で深い学び✪」を実現するため、授業の工夫・改善を図るとともに、カリキュラム・

マネジメント✪による教科横断的な教育活動の質の向上と最大限の教育効果が求められていま

す。また、学習指導要領の改訂に当たり、小学校における外国語の教科化やプログラミング教

育✪の必修化を控えるなど、指導体制の充実を図ることが必要とされています。 

 このような教育の質的転換が求められる中、本市の教員の傾向としては、経験豊富な教員が

退職する中で、次代を担うべき４０歳代や３０歳代後半の中堅の教員が少ないため、若手教員

が学校運営の中核を担わなければならない状況となっています。 

 今後、学習指導要領の着実な実施に向け、学校の教育力向上に関する支援を講じる必要があ

ります。併せて、教員が誇りや情熱を持って使命と職責を遂行できる環境整備や、教員の長時

間勤務の状況を改善し、教員が子どもと向き合う時間を確保するための環境整備が必要となり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年次 総人口 世帯数 １世帯当たり人口

平成２５年 243,860 107,269 2.27
 ２６ 244,289 108,150 2.26
 ２７ 245,389 109,575 2.24
 ２８ 245,878 111,058 2.21
 ２９ 247,040 112,819 2.19
 ３０ 247,991 114,578 2.16
 ３１ 248,488 116,123 2.14
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教職員の年齢構成 
 
小学校（６２０人） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校（３７５人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和元年度 草加の教育 

    令和元年５月１日現在、県費負担教職員 

    （年齢は令和２年３月３１日現在） 
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第３章 第二次計画の検証と今後の草加市の教育課題 

 １ 第二次計画の検証 
 
 

  第二次計画（平成２８年度（2016年度）～令和元年度（2019年度））では、「生きる力を共に

教え育てる草加の教育」を基本理念に掲げ、それを踏まえた五つの基本目標の下に１５の施策と７

４の主な取組を設定し、様々な事業に取り組んできました。また、１５の施策には、３０の成果指

標を設定し、それぞれの施策の進捗状況を検証してきました。 

  各施策の主な取組は着実に進められ、平成３０年度（2018年度）末現在における成果指標の達

成状況は、指標設定時の数値から令和元年度（2019年度）の目標値を達成しているものが１１、目標値

に向けて上昇しているものが９となっています。 

  成果指標のうち、１００％を目標値としていた施策については内容の充実を目指して取組を

進め、それ以外の施策についても更に指標の数値を伸ばすことを目指して取組を進めています。 

  ここでは、第二次計画で示した解決・改善を図るべき主な教育課題について、平成３０年度

（2018年度）末現在までに取り組んできた成果と今後の課題を示します。 
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 施策ごとの成果指標に係る進捗状況 
 

施 策 成果指標 
平成28 年度 

（2016 年度） 
実績値 

平成29 年度 
（2017 年度） 

実績値 

平成30 年度 
（2018 年度） 

実績値 

令和元年度 
（2019 年度） 

目標値 

達成 
状況 

 
1―１ 

 
学ぶ力を伸ばす児童生徒の育成 全国学力・学習状況調査における県の平均正答率との差 

 ①小学校  国語Ａ 
       国語Ｂ 
       算数Ａ 
       算数Ｂ 
 
 ②中学校  国語Ａ 
       国語Ｂ 
       数学Ａ 
       数学Ｂ 

①小学校 
 国語Ａ -1.9 

国語Ｂ -1.2 
 算数Ａ -2.2 
 算数Ｂ -1.6 

 ②中学校 
 国語Ａ -1.8 
 国語Ｂ -1.8 
 数学Ａ -2.1 
 数学Ｂ -2.6 

 ①小学校 
 国語Ａ -2.0 

国語Ｂ -3.0 
 算数Ａ -3.0 
 算数Ｂ -2.0 

 ②中学校 
 国語Ａ -1.0 
 国語Ｂ -3.0 
 数学Ａ -2.0 
 数学Ｂ -2.0 

 
 ①小学校 

国語Ａ -1.0 
国語Ｂ -1.0 
算数Ａ -0.0 
算数Ｂ -0.0 
 ②中学校 

国語Ａ -3.0 
国語Ｂ -5.0 
数学Ａ -4.0 
数学Ｂ -4.0 

 

全調査種別
について、
県平均正答
率との差を 0
とする 

①△ 
 

②▼ 
 

１―２ 心豊かな児童生徒の育成 「草加っ子の基礎・基本」における規律ある生活が定着
している項目（80％以上）の数 ①小学校 ②中学校 

①69 項目 
②34 項目 

①69 項目 
②36 項目 

①67 項目 
②36 項目 

①72 項目 
②36 項目 

①▼ 
②○ 

    不登校児童生徒の割合 
①小学校 
②中学校 

①0.35％ 
②3.32％ 

①0.46％ 
②3.62％ 

①0.49％ 
②3.60％ 

①0.26％ 
②2.32％ 

①▼ 
②▼ 

１―３ 健康でたくましい児童生徒の育成 

新体力テストにおける体力・運動能力が総合評価Ａ～Ｅ
の５段階中Ｃ以上の児童生徒の割合 
 ①小学校 
 ②中学校 

①79.4％ 
②82.6％ 

①80.8％ 
②82.0％ 

①81.4％ 
②82.7％ 

①80％ 
②85％ 

①○ 
②△ 

    学校給食における市内産農産物の使用量（累計） 37t 76.6ｔ 95.3ｔ 120ｔ △ 

１―４ きめ細かな特別支援教育の充実 
教職員における特別支援教育に関する研修受講者の割合 
 ①小学校 
 ②中学校 

①70.9％ 
②61.4％ 

①89.6％ 
②74.9％ 

①94.1％ 
②79.5％ 

①80％ 
②75％ 

①○ 
②○ 

１―５ 一人ひとりに応じた就学支援の 
充実 

入学準備金・奨学資金貸付人数（新規・継続） 40 人 30 人 25 人 65 人 ▼ 

入学準備金・奨学資金返済率（現年度） 93.25% 95.53% 94.9％ 93% ○ 

２―１ 計画的な学校教育施設整備の推進 屋内運動場天井等落下防止対策工事実施率 ― 32.1% 75.0％ 100% △ 

    トイレ改修工事実施率 20.3% 34.4% 48.4％ 62% △ 

２―２ 魅力ある教育環境の推進 西館利用者数（年度累計） 613 人 599 人 526 人 750 人 ▼ 

３―１ 家庭・地域の教育力の向上 
保護者向け「親の学習」講座の実施回数 
 ①小学校 
 ②中学校 

①100％ 
②100％ 

①100％ 
②100％ 

①100％ 
②100％ 

①100％ 
（21 回） 

②100％ 
（11 回） 

①○ 
②○ 

    中学生向け「親の学習」講座の実施回数 36.4％(4 回) 54.5%(6 回) 81.8%(9 回) 100% △ 

３―２ 組織力をいかした学校経営の推進 学校評価におけるA 評価の割合 45.7% 49.4% 47.9％ 40% ○ 

３―３ 子ども教育の連携の推進 幼保小中を一貫した草加の教育の実施校数 ― 28.1% 
（9 校） 

100% 
（32 校） 100% ○ 

    小学校と交流・連携が行われている幼稚園・認可保育
園・認定こども園の割合 

92.5% 
（49 園） 

94.3% 
（50 園） 

94.5% 
（52 園） 95% △ 

４―１ 生涯をとおした多様な学習機会の 
充実 

生涯学習基本計画達成度 
（第三次生涯学習基本計画の進捗状況調査による達成度） ― 93% 93％ 95% △ 

４―２ 生涯学習施設の整備とネットワー
ク化の推進 公民館利用者数 589,951 人 587,899 人 588,539 人 600,000 人 ▼ 

    
市民1 人当たりの年間読書量 4.69 冊 4.60 冊 4.46 冊 5 冊 ▼ 

４―３ 文化遺産の発掘・保存等の計画的 
継続的な取組の推進 歴史民俗資料館来館者数 15,471 人 15,210 人 15,225 人 17,000 人 ▼ 

    年間講座等（講演、講習、体験教室）開設数 72 回 80 回 92 回 70 回 ○ 

 
５―１ 

 
学校人権教育の推進 全国学力・学習状況調査の質問紙調査における「人の気

持ちが分かる人間になりたいと思いますか」という質問
に「当てはまる」又は「どちらかといえば、当てはま
る」と回答した児童生徒の割合 
 ①小学校 
 ②中学校 

①95.5％ 
②95.8％ 

①95.6％ 
②96.8％ 

①95.5％ 
②94.7％ 

①95％ 
②95％ 

①○ 
②▼ 

５―２ 社会人権教育の推進 社会教育における人権教育事業参加者数 2,744 人 2,693 人 2,750 人 3,000 人 △ 

      ○達成…平成 30 年度実績値が目標値を達成したもの 

△上昇…平成 28 年度実績値と平成 30 年度実績値を比較して上昇したもの 

▼下降…平成 28 年度実績値と平成 30 年度実績値を比較して下降したもの 
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 子 ど も 教 育 

 

 

 

これまでの取組 

 「知・徳・体」の調和のとれた「生きる力✪」の育成を目指し、全ての児童生徒に「草加っ子の

基礎・基本✪」を身に付けさせるための取組を進めてきました。特に、「知」における基礎・基本

については、児童生徒の学力の向上を最重要課題の一つと捉え、児童生徒の学習の実態等を多面

的な視点から分析し、その取り組むべき方向性や方法等を明らかにし、具体的な目標を定め、その

達成に向けて取り組んできました。 

 

検証 

 小学校では、全国学力・学習状況調査✪において、小学校６年生の国語が国の平均を上回り、算

数は差を縮め、埼玉県学力・学習状況調査✪においては、小学校４、５年生の国語及び算数で県の

平均を上回るなど、学習内容の定着度に応じたきめ細かな指導を始め、学力向上に向けた様々な

取組に各校が真摯に取り組んできた成果が表れてきたことがうかがえます。 

 中学校では、全国学力・学習状況調査✪において、国語、数学ともに国の平均を下回る状況が続

いておりますが、令和元年度に初めて実施された英語では、国の平均を上回り、埼玉県学力・学習

状況調査✪においても、中学校３年生で県の平均を上回る結果となりました。このことから、外国

語指導助手（以下「ＡＬＴ✪」といいます。）の全小中学校配置や中学校３年生を対象にした英語

検定の実施など、グローバル化に対応した教育環境づくりを推進してきた成果が表れてきたこと

がうかがえます。 

 

今後の課題 

 学習指導要領改訂の趣旨に沿って、「草加っ子の基礎・基本✪」を資質・能力✪の観点から捉え

直し、それを身に付けた子どもの姿の実現を図る必要があります。 

 さらに、幼保小中を一貫した教育✪を通して、幼児期の教育で育まれた資質・能力✪を踏まえた

指導の工夫と、１５年間の子どもの育ちと教育の系統性を見通した指導の工夫などを図る必要が

あります。 

  

◆学力の向上について 
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◆平均正答率の全国平均との差（全国学力・学習状況調査） 

   

 

◆平均正答率の埼玉県平均との差（埼玉県学力・学習状況調査） 
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      中１       中２        中３ ［単位：ポイント］ 

※令和元年度調査からＡ・Ｂの区分がなくなりました。 
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これまでの取組 

 各校の「学力向上プラン✪」や「草加っ子の学びを支える授業の５か条✪」を基に、日々の授業

を改善し、児童生徒の学習意欲を高める工夫を行い、指導の工夫改善を進めてきました。 

 また、児童生徒の実態に基づいた教材等を活用し、児童生徒の学習意欲を引き出すための市独

自の取組を実施してきました。さらに、児童生徒の読書活動への意欲を高めるために、各校で読

み聞かせなど読書に親しむ環境づくりに取り組みました。 

 

検証 

 埼玉県学力・学習状況調査✪（同一集団の成績推移）の児童生徒質問紙調査の結果を見ると、小学

校６年生では「①わからないところは工夫する」は下降傾向にありますが、「②既習事項をいかす」

と「③大切なところは覚える」の項目は上昇傾向にあります。また、県との比較では、１項目で上

回っています。中学校３年生では「①わからないところは工夫する」は下降傾向にありますが、「②

既習事項をいかす」の項目は一度下降するも、その後上昇する傾向にあり、「③大切なところは覚

える」の項目も上昇傾向にあります。 

 

今後の課題 

 学習指導要領改訂の趣旨を踏まえ、児童生徒が学習に対し更に意欲的に取り組むことができる

よう、「確かな学力✪」「豊かな人間性」「健康・体力」を構造的に捉え一体的に育むため、幼保

小中を一貫した教育✪を通して「何を学ぶか」「何ができるようになるか」「どのように学ぶか」

といった視点を重視して指導の工夫改善を行う必要があります。 

 

  

◆学習意欲の向上について 
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◆埼玉県学力・学習状況調査（同一集団の成績推移）の児童生徒質問紙調査の回答における 

 勉強に対する意識の変化 

 

 ①勉強でわからないところが   ②新しいことを勉強するとき、  ③勉強で大切なところはくり 

  あったら、勉強のやり方を    今までに勉強したことと    返して書くなどして覚える 

  いろいろ変えてみる       関係があるかどうか考え     

                 ながら勉強する          

    小学校６年生          小学校６年生          小学校６年生  

            

  

     中学校３年生          中学校３年生          中学校３年生  
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これまでの取組 

 「知・徳・体」の調和のとれた「生きる力✪」の育成を目指し、心豊かな児童生徒の育成に係る

取組を進めてきました。特に、「徳」における基礎・基本については、道徳教育を中心に、その基

盤となる規律ある生活（「時を守り、場を清め、礼を正す」）を身に付けるための取組を行いまし

た。 

 

検証 

 草加市学力・学習状況調査の児童生徒質問紙調査の結果を見ると、小学校では、平成３０年度

（2018年度）に下がる項目もありますが、「③進んであいさつをすることができる」は上昇傾向に

あります。特に、「②進んで掃除をすることができる」の項目は、ここ数年、約９４％の児童が「で

きる」と答えています。中学校では、平成３０年度（2018年度）に下がる項目もありますが、「③

進んであいさつをすることができる」は、毎年１％以上大きく上昇しています。また、「①授業の

始まる時刻を守ることができる」の項目は、ここ数年、約９９％の生徒が「できる」と答えていま

す。 

 

今後の課題 

 今後も、心豊かな児童生徒の育成のため、引き続き、規律ある生活を身に付けるための取組を行

う必要があります。「草加っ子の基礎・基本✪」を資質・能力✪の観点から捉え直し、学校生活全

体を通して自立心、規範意識・道徳性、社会生活との関わりなどの育ちを認めたり、指導したりす

るなど、幼保小中を一貫した教育✪を通して、心豊かな児童生徒を育成することが求められていま

す。 

  

◆規範意識の向上について 
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◆草加市学力・学習状況調査の児童生徒質問紙調査の回答における、児童生徒の規律に対する 

 意識の変化 

 

①授業の始まる時刻を守ることができる 

 

 

②進んで掃除をすることができる 

 

 

③進んであいさつをすることができる 
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これまでの取組 

 「知・徳・体」の調和のとれた「生きる力✪」の育成を目指し、「草加っ子の基礎・基本✪」を

全ての児童生徒に身に付けさせるための取組を進めてきました。特に、「体」における基礎・基本

については、体育・保健体育の授業を中心に、進んで運動に取り組む意欲を高め、児童生徒の体

力・運動能力✪の向上を目指してきました。 

 

検証 

 新体力テスト✪の総合評価（新体力テスト✪の各種目の成績を項目別得点表に基づき点数化し、

総合評価基準表に当てはめてＡからＥの５段階で総合評価するもの）（＊）のＡ＋Ｂ＋Ｃの児童生

徒の割合では、本市の平成２７年度（2015年度）から平成３０年度（2018年度）の変化を見ると、

上昇傾向が見られます。しかし、県平均と比較すると、やや低い水準にあります。小学校全体で

は、平成２９年度（2017年度）から県の目標である８０％を越えました。特に、小学校女子は、全

学年で８０％を上回っています。中学校全体では、県の目標である８５％には届かず、県平均との

差があります。中学校女子は、全学年で県の目標である８５％を上回り、女子全体では９０％を越

えています。 

 種目別でみると、長座体前屈が県平均を上回っている学年が多く、一方、反復横とびが課題とな

っています。 

 

今後の課題 

 学習指導要領改訂の趣旨を踏まえ、「草加っ子の基礎・基本✪」を資質・能力✪の観点や運動と

の関わり方から捉え直し、その定着を図るため、体育・保健体育の授業を中心に確かな技能の習得

と体力・運動能力✪の向上に資する指導の工夫改善をし、充実に努めるとともに、業前・業間運動

の実施や「草加市中学校部活動の方針」に基づく運動部活動の推進など、運動の習慣化を図るため

に各校の継続的な取組を支援する必要があります。また、幼保小中を一貫した教育✪を通して、系

統性を踏まえた児童生徒の体力・運動能力✪の向上を目指す必要があります。 

 

  

◆体力・運動能力の向上について 
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◆草加市と埼玉県の新体力テストにおける総合評価（Ａ＋Ｂ＋Ｃの児童生徒の割合） 

 

①小学校 全体         ②小学校 男子        ③小学校 女子 

 

①中学校 全体         ②中学校 男子        ③中学校 女子 
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＊総合評価とは 

 新体力テストの各種目の成績を項目別得点表に基づき点数化し、総合評価基準表に当て 

はめてＡからＥの５段階で総合評価するものです。 

 埼玉県では、上位（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）の割合の目標を小学校８０％、中学校８５％としています。 

 ※新体力テストの種目 

  ・握力 ・上体起こし ・長座体前屈 ・反復横とび ・立ち幅とび ・５０ｍ走 

  ・２０ｍシャトルラン（小）、持久走（中）【男子 1500ｍ／女子 1000ｍ】 

  ・ボール投げ（小…ソフトボール、中…ハンドボール） 

  【県平均を上回る学年が多い種目】長座体前屈 

  【県平均を下回る学年が多い種目】反復横とび 

県目標 

県目標 県目標 県目標 

県目標 県目標 
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これまでの取組 

 電話・面談・学校訪問等による教育相談においては、児童生徒や保護者一人ひとりに寄り添い、

学校や関係諸機関と連携を深めながら、学校生活の諸問題に対する支援に取り組んできました。

学級支援員の小学校配置、さわやか相談員✪とスクールカウンセラーの中学校配置、学校支援指導

員やスクールソーシャルワーカー✪の小中学校派遣、臨床心理士等の巡回相談を含め、発達上や生

徒指導上に課題のある児童生徒や虐待が疑われるケース等、一人ひとりの課題に応じて支援を行

ってきました。さらに、学校適応指導教室✪の夏休みの開設、体験活動の充実等、運営の充実を図

りました。いじめの根絶に向けては、草加市学校におけるいじめの防止等のための基本的な方針や

各校のいじめ防止学校基本方針を基に、いじめ早期発見アンケート「私たちの学校生活」の実施や

匿名報告・相談アプリ「ＳＴＯＰｉｔ」✪の導入を始め、いじめ問題について早期発見・早期対応

に努めてきました。 

 

検証 

 教育支援室の相談状況は、発達に関する相談に次いで不登校や集団不適応に関する相談が多く

なっています。また、さわやか相談室の利用状況は、不登校や学業等に関することのほか、相談内

容も多岐にわたる傾向にあります。児童生徒の問題行動の背景には、家庭や学校、友人、地域社会

など、児童生徒を取り巻く環境の問題が複雑に絡み合っており、学校だけでは解決困難なケース

が増えています。 

 不登校児童生徒発生率は、平成２８年度（2016年度）には小学校で減少するものの、平成２９年

度（2017年度）には小中学校で上昇するという結果になりました。 

 

今後の課題 

 今後も、児童生徒一人ひとりをかけがえのない存在として大切に思い、それぞれが抱える課題

と背景をしっかりと見つめ、一人ひとりの状況に応じて、不登校及びいじめ等の問題の解消に向

けた支援を積極的に行っていく必要があります。その際、各校が組織としてのチーム力を高め、家

庭や福祉・医療などの関係機関との連携の強化を図ることが求められています。 

  

◆児童生徒の不登校及びいじめ等の問題の解消について 
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◆教育相談室の相談状況（平成３０年度（2018 年度）） 

 

 

 

◆さわやか相談室の相談状況（平成３０年度（2018 年度）） 

 

 

 

◆草加市と埼玉県の不登校児童生徒の割合 
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これまでの取組 

 障がいのある児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズに応じた支援を充実させ、児

童生徒の可能性を最大限に発揮させることができるよう、特別支援学級等の担任教員の育成、教

育の機会均等の趣旨にのっとった特別支援教育就学奨励費補助事業や、特別支援学校が担うセン

ター的機能✪を活用し、埼玉県立草加かがやき特別支援学校✪等との連携に取り組み、個に応じた

特別な教育支援の充実を図ってきました。 

 

検証 

 本市独自の特別支援教育担当教員育成研修会の充実を図ることで、教職員における特別支援教

育✪に関する研修受講者の割合が、平成３０年度（2018年度）は、小学校は９４．１％、中学校は７

９．５％と目標値を上回る成果を挙げています。 

 平成２７年度（2015年度）には、全小中学校に特別支援学級を設置し、それ以降も適切な障がい

種別の特別支援学級の増設に努めました。また、特別支援学校が担うセンター的機能✪を活用し、

埼玉県立草加かがやき特別支援学校✪等との連携に取り組んできました。 

 

今後の課題 

 今後も特別な教育的支援を必要とすると思われる児童生徒に対して、一人ひとりの教育的ニー

ズに応じて、その能力を最大限に伸ばすことができるように、校内支援体制の整備に向けた特別

支援教育✪をより一層推進していく必要があります。そのために、特別支援学級等の担当教員の育

成及び特別支援教育✪に係る全教員の理解と指導力向上に取り組む必要があります。また、埼玉県

立草加かがやき特別支援学校✪との連携を更に強化する等、特別支援学校が担うセンター的機能✪

を積極的に活用し、本市の特別支援教育✪の充実にいかしていく必要があります。 

  

◆きめ細かな特別支援教育の充実について 
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◆教職員における特別支援教育に関する研修受講者の割合 

 

 

◆草加市における特別支援学級設置状況の推移（設置学校数のみ右側の数値を参照） 

  

 

◆草加市における特別支援学級在籍児童生徒数等の推移 
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これまでの取組 

 学校施設は、子どもたちが多くの時間を過ごす場であることから、安全で快適な環境であるこ

とが求められます。市内の小中学校は築３０年を超える建物が多く、その老朽化が課題となって

おり、大規模改修工事等を行ってきました。特に、トイレ環境の改善を図ることが、快適な教育環

境を確保する上で極めて重要となっているため、本市では、平成２５年度（2013年度）からトイレ

環境改善のための整備を行い、計画的にトイレの改修を行ってきました。また、教育環境の向上及

び災害時の避難所としての機能向上を図るため、屋内運動場の天井等落下防止対策の非構造部材

✪耐震化工事を行ってきました。 

 

検証 

 トイレ改修の対象となる箇所は、小中学校合わせ６４棟あり、平成３０年度（2018年度）末にお

いて３１棟の工事が完了し、令和元年度（2019年度）末には、小学校の３７棟の全ての対象箇所の

工事が完了する予定です。また、令和４年度（2022年度）末には、小中学校全ての対象箇所の工事

が完了する予定です。 

 屋内運動場の非構造部材✪耐震化工事については、平成３０年度（2018年度）末において対象２

８校中２１校の工事が完了し、令和元年度（2019年度）末で２８校の全ての工事が完了する予定で

す。 

 

今後の課題 

 学校施設の老朽化が進行していることから、平成３０年３月に策定された学校施設整備基本方

針及び今後作成予定の学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）に基づき、児童生徒が安全に、

しかも、安心して学習できる学校施設の整備を計画的に実施していく必要があります。 

 

 

  

◆大規模改修等の施設環境整備について 
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◆草加市小中学校校舎等経過年数（令和元年（2019年）４月１日現在） 
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これまでの取組 

 全県的な傾向として新採用教員の大量採用が続いており、市内小中学校の教員も若手・中堅教

員が増加している現状を踏まえ、教職員の年齢や男女比、資質等を加味しながら、各校の課題解

決と教育の重点に直結する効果的かつ計画的な人事配置と研修に努めてきました。 

 

検証 

 市内の小中学校教員の年齢構成として、２０歳代は約２４％、３０歳代は約３０％、４０歳代

は約１９％、５０歳以上は約２６％となっています。年齢構成バランスは整ってきていますが、

２０歳代、３０歳代の教員が全体の半数以上を占めることになります。市内の教員は小中学校と

もに若年齢化傾向が続いており、今後は若手・中堅教員が中心となる年齢構成になります。 

 

今後の課題 

 今後も、若手教員の授業力を高めるとともに、若手教員を指導でき、主体的に行動できる中堅

教員の育成が必要になります。 

 学校経営を円滑に行うため、継続的で計画的な人事配置を行うとともに、教員としての指導力

向上のため、教員のライフステージに応じた、体系付けた研修計画を確立し、教員研修の充実に

取り組む必要があります。 

  

◆若手・中堅教員の育成について 
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◆草加市小中学校教員の年齢構成（令和元年度（2019年度）） 
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これまでの取組 

 これまでの幼保小中の交流・連携を踏まえ、第二次草加市子ども教育連携推進基本方針・行動計

画（以下「第二次行動計画」といいます。）の中で示した、目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪の実

現に向けて、子どもたち一人ひとりの自己肯定感✪や自己有用感✪（以下「自己肯定感✪等」といい

ます。）を高めるために、幼保小中の連携から「学び」「心」を結ぶ幼保小中を一貫した教育✪へ

と段階的に実施してきました。特に、幼保小中を一貫した教育✪の主な取組である「目指す子ども

像の共有」「０歳から１５歳までの子どもの育ちを見通した教育課程の編成」「幼保小中を一貫し

た教育✪を推進するための組織づくり」について、子ども教育プログラム等の資料作成や研修会を

開催するなど、各中学校区の取組を支援してきました。 

 

検証 

 市内全ての中学校区においては、平成２９年度（2017年度）から小中一貫教育を、平成３０年度

（2018年度）からは幼保小中を一貫した教育✪を段階的に実施しています。幼保小中を一貫した教

育✪の実施校数の推移を見ると、研究委嘱を開始した平成２８年度（2016年度）までは実施校があ

りませんが、平成３０年度（2018年度）時点では着実に市内全ての中学校区で幼保小中を一貫した

教育✪が実施されていることが分かります。 

 また、幼保小中を一貫した教育✪を実践するために不可欠な交流・連携に関して、第一次計画か

ら課題であった幼保と小学校との連携は、新規開園が増えながらも、目標値に向かって増加傾向

にあることから、定着している様子がうかがえます。 

 子どもの内面の育ちを捉える上で重要な自己肯定感✪等については、第二次行動計画中において

その高まりを示しています。 

 

今後の課題 

 今後も、市内全ての中学校区が継続的な幼保小中を一貫した教育✪の実践による保育・教育の質

的な充実を図ることに加え、これまでに育まれた力を社会や地域で発揮していけるよう、社会に

開かれた教育課程✪の実現を支援していく必要があります。 

 同時に、家庭教育への支援を行いながら、地域や家庭との一層の連携により、取組の実効性を高

めていく必要があります。 

 

 

  

◆子ども教育の連携の推進について 
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◆草加市における幼保小中の交流・連携の実施状況 

 （草加市子ども教育の連携に関する取組状況調査より） 
 

 
※「幼稚園・保育園と交流・連携が行われている小学校」「小学校と交流・連携が行われている中学校」 
 は、H25 から H30 まで 100%です。 

 

◆幼保小中を一貫した草加の教育の実施校数とその割合 

 

 

 

◆「自己肯定感」「自己有用感」が高い児童生徒（小学校３年生から中学校３年生まで）の割合 

 （草加市子ども教育の連携に関する児童生徒アンケート調査より） 
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生 涯 学 習 

 

 

これまでの取組 

 生涯学習に関する情報を集約し、インターネット上で提供する生涯学習情報提供サイト✪「マイ・

ステージ」を構築し、サイトの普及と活用、内容の充実を図ることにより、市民が主体的に生涯学

習を行える環境づくりを推進しました。また、年間を通して生涯学習指導者バンク制度✪に登録し

ている指導者による生涯学習体験講座を実施し、学びの機会の提供を進めました。 

 次代を担う子どもたちを地域で育む取組として子ども大学そうか✪を開校し、獨協大学を始めと

する近隣大学や民間企業が持つ教育資源を活用して、子どもたちの知的好奇心を刺激する講座の

提供に努めました。このほか、そうか市民大学✪において、新しい講師の発掘に力を入れました。 

 草加の特色ともいえる小学校の施設を利用した平成塾✪事業については、利用者の高齢化など課

題を抱えている平成塾✪もありますが、子どもたちとの世代間交流の貴重な場であることから、引

き続き支援を行いました。 

 

検証 

 生涯学習情報提供サイト✪「マイ・ステージ」の普及を進め、年間アクセス数については、一定

数を維持しています。また子ども大学そうか✪に対する関心が高い状況が続いています。 

 平成塾✪については、学習発表の場である合同発表会を年１回定期的に開催することで、継続的

な学習への意欲につなげています。 

 

今後の課題 

 生涯学習分野においても、今後ＩＣＴ✪の発達・普及により、ますますインターネットを活用し

た地域情報化が進んでいくと予想されるため、現存の生涯学習情報提供サイト✪「マイ・ステージ」

を一層充実させ、様々な世代の市民に対する学習意欲に応えていく必要があります。 

  

◆地域性をいかした学習機会の提供について 
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◆生涯学習情報提供サイト「マイ・ステージ」アクセス数 
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これまでの取組 

 利便性の向上による利用者数や図書貸出数の増加を目指して、公民館図書室、サービスコーナ

ー✪及び地域開放型図書室✪での図書貸出サービスを充実しました。 

 さらに、いつでもどこからでも利用可能な電子図書館の開設やホームページからのパスワード

登録、ＷｅｂＯＰＡＣ（オンライン蔵書目録）での資料検索の実施による利便性の向上、ＬＬブッ

ク✪の充実や文化事業の開催による利用者の裾野の拡大に努めてきました。 

 また、「Ｙａ-Ｒｏｏｍ.ｃｏｍ」の発行及び草加市子ども読書活動推進計画の策定など、子ども

やヤングアダルト世代の読書活動の推進を図ってきました。 

 

検証 

 地域開放型図書室✪、サービスコーナー✪及び公民館図書室での貸出数や文化事業の参加者数は

増加している一方で、中央図書館における貸出数は減少が続いており、利用者の知的好奇心に応

える図書館づくりに努めるとともに、読書や図書館の魅力を広く発信していく必要があります。 

 また、図書館の利用状況を検証すると、インターネットによる資料予約数、レファレンス✪デー

タベースの利用件数等が増加傾向にあり、情報社会の進展に対応した新たなサービスの必要性が

見えてきます。 

 

今後の課題 

 今後も、利用者の知的好奇心に応える図書館づくりに努めるとともに、読書や図書館の魅力を

広く発信していく必要があります。 

 図書館づくりは、様々な年齢層の利用者を意識していくことになりますが、図書館資料の収集

に当たっては、とりわけ、草加市子ども読書活動推進計画の基本理念の実現に資する資料の整備

充実に努め、子どもの読書活動に対する重点的かつ積極的な支援を行います。 

 また、学校図書館や関係部署と連携した取組の実施や公民連携による図書館運営など、目指す

べき図書館サービスの将来像を見据えながら、市民や利用者の期待に応えることができる図書館

へと変わる必要があります。 

 さらに、図書館の新たな役割として、中学生や高校生の学習の場や、日本語を母国語としない子

どもたちへの日本語教育の場の提供が求められています。 

 なお、中央図書館の空調機などの設備や備品等についても、経年劣化による破損や故障等が多

く発生している現状があり、定期的な更新や修繕を行うことにより、図書館の快適な利用環境を

維持する必要があります。 

 

◆図書館利用者貸出数について 
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◆中央図書館利用者数及び貸出数 
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618,297 人

563,674 人 554,713 人 547,929 人 532,865 人
508,714 人

100,000 人

200,000 人

300,000 人

400,000 人

500,000 人

600,000 人

500,000 冊

600,000 冊

700,000 冊

800,000 冊

900,000 冊

1,000,000 冊

1,100,000 冊

1,200,000 冊

1,300,000 冊

H25 H26 H27 H28 H29 H30

貸出冊数

利用者数



38 
 

 

 

これまでの取組 

 国指定名勝「おくのほそ道の風景地 草加松原」✪や国登録有形文化財草加市立歴史民俗資料館

を始めとする文化財を通して、歴史的・文化的遺産の保存・継承の取組を推進するとともに、広く

市民の関心を高め、理解を得てきました。 

 また、生涯学習課及び歴史民俗資料館の組織体制の充実により、文化財保護体制の拡充を図り

ました。 

 なお、文化財保護施設である歴史民俗資料館における企画展及び歴史講座の開催や、国指定名

勝「おくのほそ道の風景地 草加松原」保存活用計画の策定等により、文化財保護意識の醸成を図

りました。 

 

検証 

 歴史民俗資料館の入館者数確保を図るため、企画展示、歴史講座、体験講座、各種講習会を行っ

ていますが、来館者の利用しやすい環境を整えるべく、展示方法や表示の工夫、改善を図りまし

た。また、文化財として保存すべき資料については収蔵し、保存・活用を図っています。 

 こうした資料館の企画事業や館の適切な管理などの取組により、成果が表れています。 

 

今後の課題 

 今後も、歴史民俗資料館の展示・収蔵の在り方を見直すとともに、膨大な量の資料の整理を進め

るための収蔵施設の整備について検討する必要があります。 

  

◆文化財の保護及び文化財の活用について 
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◆歴史民俗資料館来館者数の推移 

 

 

 

◆歴史民俗資料館講座等の総開催回数 
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人 権 教 育 

 

 

これまでの取組 

 人権に関する歴史や様々な課題について、道徳の授業を始め、教科、領域等で発達段階に応じて

学ぶことで、児童生徒の人権意識を高めてきました。また、豊かな人権感覚を身に付けるため、各

校においては、身近にある様々な人権問題を通した体験的な学習や人権感覚育成プログラム✪を取

り入れた学習活動、人権に関する作文や標語の作成に取り組んできました。 

 なお、平成２５年度（2013年度）から「いじめ撲滅サミット✪」を開催し、児童生徒が自校での

取組を発表したり、いじめ撲滅について討論したりして、いじめを許さない意識や態度の高揚に

努めてきました。 

 

検証 

 全国学力・学習状況調査✪の児童生徒質問紙調査の「いじめは、どんな理由があってもいけない

ことだと思いますか」という問いの回答を見ると、小学校６年生では、９６％以上が「いけない」

と答え、上昇傾向にあります。中学校３年生では、９３％以上が「いけない」と答え、上昇傾向に

あります。 

 埼玉県学力・学習状況調査✪の児童生徒質問紙調査の「やさしい言葉遣いができていますか」と

いう問いの回答を見ると、小学校６年生では、学年が上がるごとに下降傾向にあります。中学校３

年生では、中学校１年生から中学校２年生で急に下降し、その後も下降傾向にあります。 

 

今後の課題 

 今後も、人権・同和問題について、教職員の研修会をより一層充実させるとともに、引き続き、

児童生徒の人権意識の高揚に資する必要があります。また、「いじめ撲滅サミット✪」の成果を

市内全小中学校に広げ、全ての児童生徒がいじめを許さないという意識を高めるとともに、自ら

いじめを許さない行動がとれるような取組を更に推進していく必要があります。 

  

◆人権研修会の充実について 
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◆全国学力・学習状況調査（各年度の同学年での比較）の児童生徒質問紙調査における人権に 

 関する意識の変化 

 

いじめはどんな理由があってもいけないことだと思いますか。 

     （小学校６年生）                （中学校３年生） 

      

 

 

 

◆埼玉県学力・学習状況調査（同一集団の実績推移）の児童生徒質問紙調査における人権に関 

 する意識の変化 

 

相手の気持ちやその場の状況を考え、やさしい言葉遣いができていますか。 

     （小学校６年生）                 （中学校３年生） 
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 ２ 今後の草加市の教育課題 
 
 

  第二次計画の検証の結果、引き続き課題となる項目や新たに取り組むべき課題は、次のとお

りです。 

 なお、平成３０年度（2018年度）に行われた草加市民アンケートでは、草加市の小中学校教育や

生涯学習で力を入れていくべきこととして、小中学校教育では「いじめ問題への取組」「学力の向

上」「体力・運動能力✪の向上」、生涯学習では「学びやすい学習環境の整備」「学習情報の提供」

「子育て支援のための学習の充実」、人権教育では「人権意識の高揚」という項目が多くなってい

ます。 

 

 

解決及び改善を図るべき教育課題 第５章ページ 
参照 

子 

ど 

も 

教 

育 

・子ども教育の連携の推進 
・学力の向上＊ 
・学習意欲の向上 
・規範意識の向上 
・いじめ問題への取組＊ 
・体力・運動能力の向上＊ 
・食育（健康な体づくり）の推進 
・「草加っ子の基礎・基本」の定着 
・児童生徒の不登校の解消 
・児童生徒の問題行動に対する指導の充実 
・きめ細かな特別支援教育の充実 
・教員の指導力の向上及び若手・中堅教員の育成 
・教員が子どもと関わり合える時間の確保 
・学校・家庭・地域の連携・協働 
・体験活動の充実 
・小中学校の安全対策の充実 
・家庭教育への支援 
・安全安心な教育環境の整備・充実 
・大規模改修等の施設環境の整備 
・学校施設の防災機能の向上 
・情報教育機器の整備・充実 

６０～６２ 
６４～６８ 
６４～６８ 
７０～７２ 
７０～７２ 
７４～７７ 
７４～７７ 
６４～７７ 
７８～８１ 
７８～８１ 
７８～８１ 
８２～８５ 
８２～８５ 
８６～９２ 
８６～８９ 
８６～８９ 
９０～９２ 
９４～９５ 
９４～９５ 
９４～９５ 
９６～９８ 
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生 
涯 
学 
習 

・学びのきっかけづくり 
・学びの充実とネットワークづくり 
・学びの成果をいかす人づくり 
・地域における生涯学習施設の整備 
・身近で地域性をいかした学習機会の提供 
・文化財保護意識の高揚 
・文化財保護体制の確立 
・文化財保護施設の整備 
・読書活動を支える図書館サービスの充実 

１００～１０１ 
１００～１０１ 
１００～１０１ 
１０２～１０３ 
１０２～１０３ 
１０４～１０５ 
１０４～１０５ 
１０４～１０５ 
１０６～１０８ 

人 
権 
教 
育 

・人権意識の高揚＊ 
・人権啓発の推進 
・人権研修会の充実 

 
１１０～１１５ 
１１０～１１５ 
１１０～１１５ 

 ＊印は、平成３０年度草加市民アンケートで回答の多かった課題です。 
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  第４章 
草加の教育の目指す姿 
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第４章 草加の教育の目指す姿 

 １ 第三次草加市教育振興基本計画の基本理念の考え方 
 
 

  本市では、第一次計画において、「生きる力を共に教え育てる草加の教育」を基本理念と

して掲げ、第二次計画においてもこれを引き継ぎ、学校・家庭・地域が連携し、様々な施策

を展開してきました。 

  第二次計画の計画期間を終えるに際し、これからの社会を考えると、人口構造の変化や

少子高齢化、超スマート社会✪（Society5.0）の実現に向けて人工知能（ＡＩ）やビッグデ

ータの活用などの技術革新が急速に進むなど、大きな転換期を迎えようとしています。 

  このような先行きが不透明な社会において、子どもたち一人ひとりが、夢や志を持ち、学

びを通して、たくましく人生を切り拓
ひら

いていけるよう、学校・家庭・地域は今まで以上に連

携・協働し、一体となって子どもたちの「生きる力✪」を育てていくことが求められていま

す。また、市民の皆様の努力により、国の名勝に指定された「おくのほそ道の風景地 草加

松原」に代表されるように、本市には、地域への愛着や誇りを持ち、まちづくりを担う人材

が幅広く活躍されています。こうした本市ならではの市民力を次代に継承し、発展させて

いくためには、郷土を愛し、未来を拓
ひら

く人づくりが必要であり、その大きな役割を担うのが

何より「教育」であると考えます。今まで市民の皆様が築き上げてこられた本市の歴史や文

化、その恵まれた環境を大きな財産として受け継ぐとともに、そのことを子どもたちに伝

え、地域への愛着や誇りを持ち、これからのまちづくりを担う人材を育む教育を推進する

ことが今まで以上に求められています。 

  これからも、学校・家庭・地域との関わり合いの中で、子どもたちが体験的に豊かに学ぶ

とともに、生涯にわたって学び続け、時代の変化に柔軟に対応しながら、笑顔かがやく人生

を送ることができる力を備えた子どもの育成を目指し、第一次計画からの基本理念である

「生きる力を共に教え育てる草加の教育」を継承し、「笑顔かがやく草加教育プラン」とし

て、本市の教育行政を展開していきます。 
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２ 第三次草加市教育振興基本計画の全体像 
 
 

（１）基本理念 
 
 

 「生きる力を共に教え育てる草加の教育」 
  学校・家庭・地域が、互いに信頼し、絆を深め、連携・協働して支え合い、「生きる力を

共に教え育てる草加の教育」を基本理念とします。 

 

 

 笑顔かがやく草加教育プランとは 
  学校・家庭・地域が互いに信頼し、絆を深め、連携・協働して「生きる力を共に教え

育てる草加の教育」を推進したとき、その成果の象徴として現れるのが子どもたちの笑

顔です。 

  子どもたちの笑顔は、学校・家庭・地域の笑顔へとつながり、市全体が笑顔かがやく

まちになることを願っています。 

  この願いを込め、草加市教育振興基本計画を「笑顔かがやく草加教育プラン」と称し

ています。 
 

 
 

 
 生きる力とは 
  本市では、子ども教育＊、生涯学習、人権教育の全てを通じて育む、 
 

 ・基礎的な知識・技能を習得し、それらを活用して、自ら考え、判断し、表現することに

より、様々な問題に積極的に対応し、解決する力 

 ・自らを律しつつ他人とも協調し、他人を思いやる心や感動する心などの人間性 

 ・たくましく生きるための健康や体力など 
 

  確かな学力、豊かな心、健やかな体の知・徳・体をバランスよく身に付け、地域社会

で子どもから高年者まで、一人ひとりがよりよく生きていくために必要となる力のこと

を指します。 
 

 

 ＊子ども教育とは 
  幼稚園・保育園・認定こども園における幼児期の教育及び小中学校における学校教育

の総称。 
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（２）基本構成と基本目標 
 
 

  基本理念の実現のため、子ども教育、生涯学習、人権教育を基本構成として設定し、それぞれ

に基本目標を定めて取り組みます。 

 

 基本構成Ⅰ  自ら学び、心豊かに、たくましく生きる「草加っ子」の育成  

 
 

   基本目標１  

▶目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した教育の推進 

 知（自ら学び）・徳（心豊かに）・体（たくましく）のバランスのとれた目指す

「草加っ子」（１５歳の姿）✪の実現に向け、園・学校・家庭・地域が一層の連携の

下に、０歳から１５歳までの子どもの育ちを見通した教育課程の編成などを通じ

て、幼保小中を一貫した教育✪に取り組みます。 

 児童生徒の基礎・基本の徹底を図るとともに、学力の向上につながる、知識及び

技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・人間性等の向上を支援するた

め、主体的・対話的で深い学び✪（アクティブ・ラーニング✪）を推進します。ま

た、児童生徒が読書に親しむ環境の充実を引き続き図ります。 

 道徳教育、環境教育、音楽教育、読書活動等を通じて、社会生活の決まりや人と

の関わり方、基本的モラルを習得した心豊かな児童生徒の育成を目指します。ま

た、いじめや不登校などの学校生活の諸問題に対して、誰でも気軽に相談できる

柔軟な体制の充実を図ります。 

 明るく豊かで活力のある生活が営めるよう、運動に親しみ、生活習慣を改善し、

日常的に運動する児童生徒を育成します。また、健やかな体づくりのため、地産地

消による学校給食、食育、学校保健の充実を図ります。 

 障がいの有無や家庭環境にかかわらず、全員が等しく教育を受けられるよう、

一人ひとりのニーズに応じ、関係機関と連携した支援の充実を図ります。 

 質の高い教育活動を行うため、教職員への研修等の充実を図り、指導力の向上

を目指します。併せて、取り組むべき教育課題に対応した研究を推進し、市内各校

へその成果と効果的な方策を広げます。 
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   基本目標２  

▶学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

 ０歳から１５歳までの全ての子どもに、これからの時代を生き抜く力や、地域

への愛着と誇りを育むため、地域住民や保護者等が学校運営に参画することを通

じて、学校・家庭・地域が一体となり、子どもたちの成長を支える上での目標や課

題を共有し、地域とともにある学校づくりを推進します。 

 親が親として育ち、親としての力を付けるための学習機会の提供など、子ども

たちの「生きる力✪」の基礎となり、教育の出発点であり重要な役割を担っている

家庭教育への支援を更に推進します。  

 

   基本目標３  

▶教育環境の整備・充実 

 「草加市公共施設等総合管理計画」「草加市学校施設整備基本方針」「長寿命化計

画」等に基づき、計画的に学校教育施設の改修や長寿命化を進め、安全で安心して

学習できる教育環境を整備していきます。 

 教材・備品の整備・充実とともに、教育の情報化に対応した学習環境の整備・充

実を図り、児童生徒のコミュニケーション能力、課題解決能力、情報活用能力を育

成し、情報モラルの向上のため、ＩＣＴ✪を活用した効果的な教育活動に取り組み

ます。 
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 基本構成Ⅱ  学びを通して生きる力を育む生涯学習社会の推進       

 

 基本目標４  

▶学びの成果が発揮される生涯学習の推進 

 市民一人ひとりのライフステージに応じた多様な学習情報や様々な手法による

学習機会を提供するとともに、習得した技能や知識を地域づくりに還元していく

ことを、他施策との連携を図る中で目指します。 

 公民館・文化センターなどの施設については、新たに策定する長寿命化計画を

踏まえ、大規模改修などの長寿命化対策に取り組むとともに、地域の生涯学習活

動の拠点として、地域資源としての、大学、ＮＰＯ法人、サークルや団体などの学

習資源を活用し、市民の学習機会の充実に向けた取組を進めます。 

 「草加市文化財保護指針」に基づき、本市の文化財の保護のほか、「おくのほそ

道の風景地 草加松原」については、周辺環境に配慮しながら、その保存・活用を

図り、後世に継承していくとともに、文化財への理解を深めるための取組を進め

ます。 

 図書館サービスでは、学校・家庭・地域において、市民が読書に親しむ環境を充

実させるとともに、ブックリストの配置など読書活動に関する啓発・広報を推進

します。 

 中央図書館と公民館図書室や小学校を活用した地域開放型図書室✪等を結ぶ図

書館ネットワーク、他の公立図書館との相互貸借、獨協大学図書館との連携、電子

書籍貸出など既存のサービスの利用方法を広く周知し、市民が読書に親しむ機会

を増やしていきます。 
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 基本構成Ⅲ  人権を尊重し合う教育の推進                  

 

 基本目標５  

▶人権教育の推進 

 学校教育では、人権が尊重される教育の場としての学校・学級において、人権を

大切にし合う教育を推進し、子どもの人権擁護の視点に立ち、基本的人権を尊重

する意識の醸成・定着・高揚に努めます。 

 社会教育では、より多くの市民が人権について考え、より身近なものとして捉

えることができるよう、学習機会の充実に努め、全ての人が相互に存在を認め合

い、尊重し合う平和な社会の実現を目指します。 
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第三次草加市教育振興基本計画 「笑顔かがやく草加教育プラン」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

基本目標 

４ 学びの成果が発揮される生涯学習の 
  推進 

１ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を 
  育む幼保小中を一貫した教育の推進 

２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

３ 教育環境の整備・充実 

５ 人権教育の推進 

基本構成 

Ⅰ 自ら学び、心豊かに、たくましく 
  生きる「草加っ子」の育成 

Ⅱ 学びを通して生きる力を育む 
  生涯学習社会の推進 

Ⅲ 人権を尊重し合う教育の推進 

基本理念 

生
き
る
力
を
共
に
教
え
育
て
る
草
加
の
教
育 
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（３）目指す「草加っ子」（１５歳の姿）について 
 
 

  教育委員会では、平成２４年度（2012 年度）から「生きる力を共に教え育てる草加の教

育」を基本理念として掲げ、学校・家庭・地域が、互いに信頼し、絆を深め、連携して支え

合い、本市の教育の振興を図るための施策を展開してきました。 

  その中で、「子ども教育の連携」を新たな施策として掲げ、０歳から１５歳までを連続し

た教育期間として捉え、子どもたちの発達段階に応じた一体的な指導に重点的に取り組ん

できました。また、平成２４年（2012 年）６月に実施した、子ども教育の連携に関するア

ンケート調査の結果と子ども教育連携推進委員会での協議を踏まえ、平成２５年（2013 年）

３月に策定した「草加市子ども教育連携推進基本方針・行動計画」の中で、１５歳までに身

に付けてほしい力を、「自ら学び、心豊かに、たくましく生きる」と定め、目指す「草加っ

子」（１５歳の姿）✪として示しました。この１５歳の姿は、国の示す「生きる力✪」を踏ま

え、本市の子どもの実態に即して具体化したものです。 

  第二次計画では、子ども教育の連携の推進を重点施策の一つとして位置付け、子どもた

ち一人ひとりの自己肯定感✪等を高めるため、幼保小中の連携から幼保小中を一貫した教育✪

へと段階的に施策を展開してきました。この継続的な取組の実施により、子どもたちの自

己肯定感✪等に高まりが見られ、目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪の実現に一層近づけら

れるものと期待されています。 

  第三次草加市教育振興基本計画においても、園や校種を超えた連携を更に進め、子ども

たちに「生きる力✪」を育んでいきたいと考えています。そのために、「生きる力✪」が育ま

れた中学校卒業時の子どもの姿をシンボル化し、学校・家庭・地域全体で共有することが何

より大事だと考え、ここに目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪を掲げることとします。こ

の理想像を共有し、学校・家庭・地域が相互に連携を図り、一体となって、「草加っ子」を

育んでいきます。また、成長した「草加っ子」が新たな価値を主導・創造し、新たな「草加

っ子」を育むという持続可能な地域社会を目指していきます。 
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第三次草加市教育振興基本計画「笑顔かがやく草加教育プラン」施策体系図 

 

 

基本理念 基本構成 基本目標 施 策

１－１ 子ども教育の連携の推進

１－２ 自ら学ぶ「草加っ子」の育成

１－３ 心豊かな「草加っ子」の育成

１－４ たくましく生きる「草加っ子」の育成

１－５ 多様なニーズに対応した教育と支援の
    充実

１－６ 「草加っ子」の学びを支える指導力の
    向上

２－１ 地域とともにある学校づくりの推進

２－２ 家庭教育への支援

３－１ 安全安心な学校教育施設の整備・充実

３－２ 学習環境の整備・充実

４－１ 生涯を通した多様な学習機会の充実

４－２ 公民館・文化センターの整備と生涯学習
    環境の充実

４－３ 文化遺産の発掘・保存・活用の計画的、
    継続的な取組の推進

４－４ 読書活動を支える図書館サービスの充実

５－１ 学校人権教育の推進

５－２ 社会人権教育の推進

生
き
る
力
を
共
に
教
え
育
て
る
草
加
の
教
育

Ⅰ 自ら学び、心豊かに、
  たくましく生きる
  「草加っ子」の育成

１ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿)
  を育む幼保小中を一貫した教育の
  推進

２ 学校・家庭・地域の連携・協働の
  推進

３ 教育環境の整備・充実

Ⅱ 学びを通して生きる力を
  育む生涯学習社会の推進

４ 学びの成果が発揮される生涯学習
  の推進

Ⅲ 人権を尊重し合う
  教育の推進

５ 人権教育の推進
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◇ 自己肯定感・自己有用感の育成
◇ 「社会に開かれた教育課程」等を踏まえた指導
  資料の作成

◇ 幼児期の教育の充実
◇ 交流・連携の充実による幼保小中を一貫した
  教育の推進

◇ ふるさと草加学習の推進（再掲）

◇ 「草加っ子の基礎・基本」の定着
◇ 各種学力調査の実施と分析・活用
◇ 児童生徒の学習に対する支援の充実
◇ 「草加っ子の学びを支える授業の5か条」の徹底（再掲）

◇ 児童生徒の効果的な学習時間の確保
◇ 指導訪問の充実（再掲）
◇ ＩＣＴの整備と活用（再掲）
◇ 小学校外国語・外国語活動及び中学校英語教育の充実

◇ 学校図書館教育の充実
◇ ユニバーサルデザインの視点を取り入れた
  授業・環境づくりの充実（再掲）

◇ 「草加っ子の基礎・基本」の定着
◇ 道徳教育の充実
◇ 「いのちをつなぐ教育」の推進
◇ 音楽教育の推進

◇ 自然と触れ合う体験活動の推進
◇ 読書活動の推進
◇ 生徒指導の充実

◇ 「草加っ子の基礎・基本」の定着
◇ 体力向上プランの改善
◇ 体育・保健体育の授業の改善

◇ 運動の日常化の推進
◇ 生活習慣の改善
◇ 中学校部活動の推進

◇ 学校給食の推進
◇ 食育の推進
◇ 学校保健の充実

◇ 教育相談の充実
◇ 特別支援教育の充実
◇ 特別支援教育の就学奨励費の補助

◇ 埼玉県立草加かがやき特別支援学校等との連携
◇ 一人ひとりに応じた就学援助の充実
◇ 入学準備金及び奨学資金貸付制度の見直し

◇ 貸付金の滞納解消に向けた取組

◇ 「草加っ子の学びを支える授業の5か条」の徹底
◇ 指導訪問の充実
◇ 教職員研修の充実
◇ 市委嘱研究の充実

◇ ＩＣＴの整備と活用（再掲）
◇ ユニバーサルデザインの視点を取り入れた
  授業・環境づくりの充実
◇ 教育相談及び特別支援教育に係る研修の充実

◇ 教職員の働き方改革

◇ 学校運営協議会の充実
◇ 学校応援団の充実
◇ 児童生徒の安全管理の充実
◇ 部活動指導員・部活動外部指導者の派遣

◇ 学校・家庭・地域が一体となった防災教育の推進
◇ ふるさと草加学習の推進
◇ 土曜日等の教育活動の充実
◇ 学校経営の充実

◇ 学校評価制度の活用
◇ 小中学校通学区域審議会の開催

◇ 「親の学習」講座及び子育て講演会の開催
◇ 子育てリーフレット及び家庭・学校連携シートの
  配布
◇ 児童生徒の効果的な学習時間の確保（再掲）

◇ 生活習慣の改善（再掲）
◇ 食育の推進（再掲）
◇ 学校保健の充実（再掲）

◇ 学校施設の維持管理
◇ 屋内運動場へのエアコン導入
◇ 校舎等の大規模改修等

◇ 自然の家の管理・運営
◇ 共通管理備品の整備

◇ ＩＣＴの整備と活用
◇ 教材教具の整備
◇ 学校図書館教育の充実（再掲）

◇ 特色ある学校経営を推進するための予算の充実
◇ ユニバーサルデザインの視点を取り入れた
  授業・環境づくりの充実（再掲）

◇ 学びのきっかけづくり
◇ 学びの充実とネットワークづくり
◇ 学びの成果をいかす人づくり

◇ 地域における生涯学習施設の整備
◇ 身近で地域性をいかした学習機会の提供

◇ 文化財保護意識の高揚
◇ 文化財保護体制の確立
◇ 文化財保護施設の整備

◇ 図書・その他の資料の充実及び効果的・効率的な
  提供
◇ 郷土資料等の充実
◇ レファレンスの充実

◇ 誰もが使いやすい図書館サービスの充実
◇ 子ども読書活動の推進
◇ 快適な利用環境の整備・維持

◇ 学校人権教育の推進
◇ 児童虐待から子どもを守る取組の推進

◇ 社会人権教育の推進

主な取組
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第５章 施策の展開 

基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 
       教育の推進 
 
 

１－１ 子ども教育の連携の推進 
 

現状と課題 

 平成２９年（2017 年）３月に告示された学習指導要領等では、基本的な理念として「社

会に開かれた教育課程✪」が示され、社会とのつながりを考えた教育課程を編成し、地域

の人的・物的資源を活用するなどして実施することが示されました。また、「生きる力✪」

を改めて捉え直し、予測困難な未来社会を切り拓
ひら

くために必要な力として、育成すべき

資質・能力✪が三つの柱に整理されて示されました。幼稚園教育要領では、幼稚園教育に

おいて「生きる力の基礎」を育むことが示されるとともに、全ての学習指導要領等で学

校段階等間の円滑な接続に一層配慮することが示され、これにより保育園や認定こども

園も含めた幼児期の教育から高等学校教育まで一貫して、これからの社会を切り拓
ひら

くた

めの資質・能力✪を育成することが明確になりました。 
 本市では平成２４年度（2012 年度）から「子ども教育の連携の推進」に取り組み、中

学校卒業までに育ってほしい姿を目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪として定め、幼保

小中を一貫した教育✪を通して、その実現に取り組んできました。これは学習指導要領等

の理念を全国に先駆けて体現する取組であり、幼保小中を一貫した教育✪をより一層充

実させていくことが本市の教育における最重要課題の一つであると捉えています。 

 子どもたちが「自ら学び 心豊かに たくましく生きる」ためには、自己肯定感✪等が

基盤になります。第二次行動計画における取組によって、子どもたちの自己肯定感✪等は

高まってきていますが、目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪をよりよく実現するには、

更なる育成が必要です。 

 各園・各校の幼保小中を一貫した教育✪の実践を支えている各種資料を、「社会に開か

れた教育課程✪」等の観点から見直し、その内容を充実させることが必要です。 

 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎であることから、体験的活動の一層の

充実を図るとともに、教育の質の向上を支援し、小学校教育へ円滑に接続することが必

要です。 

 小学校及び中学校は、ともに義務教育の場であるという観点から、乗り入れ授業✪等の

交流・連携を一層充実させることにより、一体的に教育を行うことが必要です。 
 

 

 

 施 策 
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 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪の実現に向け、自己肯定感✪等の重要性を周知

し、幼保小中・家庭・地域における自己肯定感✪等の育成を推進します。 

 幼保小中を一貫した教育✪に関する各種資料を「社会に開かれた教育課程✪」など

の学習指導要領で示された理念や概念に沿って見直し、各園・各校での活用を推進

します。 

 幼児期の教育において、体験的活動が充実し、幼保小の円滑な接続が図られるよう、

各園の保育・教育を支援します。 

 乗り入れ授業✪等の交流・連携の支援や、研究委嘱を通して、幼保小中を一貫した

教育✪を一層充実させます。 

 

 

 
 

 自己肯定感・自己有用感の育成 

 子ども教育の連携に関する児童生徒アンケートの結果から、自己肯定感✪等が高

い児童生徒は、自ら学ぶ力に関する設問、豊かな心に関する設問、たくましく生き

る力に関する設問の全てで、肯定的な回答をしている割合が高いことが分かりまし

た。このことから、自己肯定感✪等を育むことは、目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪

の基盤になると考えられます。 

 こうしたことを幼保小中・家庭・地域に周知するとともに、自己肯定感✪等を育む

好事例を集め、具体的な指導事例として提供することで、各園・各校での指導実践

を促します。 

 

 「社会に開かれた教育課程」等を踏まえた指導資料の作成 

 各園・各校では、「目指す『草加っ子』（草加市幼保小中教育指針）✪」「草加市幼

保小中一貫教育プログラム」「草加っ子にこにこわくわくプラン」「草加市幼保小中

一貫教育標準カリキュラム」を参考にしながら、保育計画や教育課程を編成し、幼

保小中を一貫した教育✪を実践しています。これらの資料の中には、学習指導要領等

の告示前に作成されたものもあるため、「社会に開かれた教育課程✪」「カリキュラ

ム・マネジメント✪」「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」等の学習指導要領等

で示された理念や概念を踏まえて見直し、順次改定します。 

施策の方向 

主な取組 
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 幼児期の教育の充実 

 幼児期の教育における体験活動や１５歳までの育ちを見通した教育の重要性について、

研修会等の機会を通して周知するとともに、各園での実践を幼児教育充実事業における補

助金交付等により支援します。 

 また、子ども教育支援員による訪問支援の実施園を拡大し、各園の保育・教育の

充実を直接支援します。 

 

 交流・連携の充実による幼保小中を一貫した教育の推進 

 幼保小中を一貫した教育✪を推進する上で、各園・各校の交流・連携を充実させること

は欠かせません。特に小学校及び中学校は、ともに義務教育の場であり、一体的に教育を

進めることが求められます。その際、乗り入れ授業✪が果たす役割は大きいことから、訪

問支援等を通して、効果的で円滑な乗り入れ授業✪が実施できるよう支援します。また、

研究委嘱を行い、各中学校区の教育課題を、幼保小中を一貫した教育✪を通して解決でき

るよう支援します。 

 

 ふるさと草加学習の推進（再掲） ※元は２－１に掲載 

 子どもたちが、草加について理解を深めて愛着や誇りを持てるよう、「草加市幼

保小中一貫教育標準カリキュラム」にふるさと草加学習を位置付け、各校で実践で

きるよう支援します。 

 ふるさと草加学習を行う際の参考資料である冊子『学ぼう！ふるさと草加』を、

教員の声を反映させながら随時改定し、使用しやすいものにしていきます。 

 また、研修会等で、教員にふるさと草加学習の好指導例を周知するとともに、指

導訪問などを通じ、より充実したふるさと草加学習とします。 
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基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 
       教育の推進 
 
 
 
１－２ 自ら学ぶ「草加っ子」の育成 
 

現状と課題 

 これまで、児童生徒の学力向上を最重要課題の一つと捉え、様々な取組を推進してき

ました。特に、平成２８年度（2016年度）からは、「草加市学力向上グランドデザイン」

に基づき、学力向上を図るための取組を進めてきました。具体的な取組としては、全国

学力・学習状況調査✪や埼玉県学力・学習状況調査✪等の結果を分析し、各小中学校の管

理職を始め、学力向上担当教員を対象にした学力向上対策研修会の中で、課題解決のた

めの手立てを示し、各校の学力向上プラン✪の見直しを行うなどの実践に努めてきまし

た。また、児童生徒一人ひとりの達成状況や課題を把握し、各学年における学習内容の

定着を図ることを目的とした、市独自の学力・学習状況調査も実施してきました。 

 今後も、全国・埼玉県・草加市の学力・学習状況調査を様々な視点から分析し、全体

や個人の課題の要因を探り、課題解決の方策を立てながら授業改善を行い、児童生徒一

人ひとりの確かな学力✪を確実に伸ばすことが必要となります。また、学習指導要領の

内容を着実に実施し、自ら課題を見付け、自ら学び・考え、主体的に判断し、問題を解

決する能力を児童生徒が身に付けられるようにする必要があります。また、様々な課題

に対し、学んだ知識及び技能を活用し、主体的に問題解決するための思考力、判断力、

表現力等や学びに向かう力、人間性等を培っていくことが必要です。そのためにも、こ

れまで以上に、児童生徒の学びが「主体的・対話的で深い学び✪」になるようにすること

やカリキュラム・マネジメント✪を確立することなどが必要となります。特に、情報教

育については、今後、より一層、教員がＩＣＴ✪を活用し、教科等の指導の工夫・改善に

よる児童生徒の学習意欲の高揚につなげたり、児童生徒の情報活用能力の育成を推進し

たりする必要があります。 

 グローバル化の進展への対応としては、これまで、児童生徒が言語や文化に対する理

解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を身に付けられるよう、外

国語活動及び外国語教育の充実のための施策を展開してきました。特に、平成２９年度

（2017年度）からは、児童生徒が中学校を卒業するまでに実用英語技能検定３級取得を

目指せる機会を整え、中学校３年生の同検定３級取得率が４６％（平成３０年度（2018

年度）実績）となり、国の目標値５０％に近づいてきています。今後も、言語や文化が

 施 策 
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異なる人々と主体的に協働できる力を育むことが求められることから、今まで以上に全

小中学校でＡＬＴ✪を活用していくなど、ネイティブな英語力を身に付けられる授業の

実践が必要となります。 

 学校図書館教育については、草加市子ども読書活動推進計画に基づき、読書活動の推

進等を積極的に行ってきました。今後も、学校司書✪の全校配置とともに、司書教諭と

の連携を強化し、子どもたちの読書に対する関心を高め、読書力を更に向上させる工夫

も必要となります。 
 

 

 

 
 

 自ら学ぶ「草加っ子」の育成に向け、学校における日々の授業を充実させます。

また、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これらを活用し、課題を

解決するために必要な思考力、判断力、表現力等を育むとともに、主体的に学習に

取り組む態度を養い、個性をいかし多様な人々との協働を促す教育を推進します。 

 幼保小中を一貫した教育✪を推進する中で、児童生徒の発達段階を考慮し、学習の

基盤をつくる活動を充実させるとともに、家庭・地域との連携・協働を図りながら、

確かな学力✪を身に付ける取組を更に進めます。児童生徒が「主体的・対話的で深い

学び✪」に取り組めるようにすることや各校でのカリキュラム・マネジメント✪を確

立します。 

 教員がＩＣＴ✪を活用し、教科等の指導の工夫・改善による児童生徒の学習意欲の

高揚につなげたり、児童生徒の情報活用能力の育成を推進します。また、児童生徒

の発達段階に応じたコミュニケーション能力、課題解決能力、情報活用能力を育成

するとともに、情報モラルの向上を図ります。 

 全小中学校でＡＬＴ✪を活用し、ネイティブな英語力を身に付けられる授業を実

践し、児童生徒が言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを

図ろうとする態度の育成を図り、グローバル化に対応した児童生徒を育成します。 

 学校図書館教育については、草加市子ども読書活動推進計画に基づき、読書活動

の推進等を積極的に行います。   

施策の方向 
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 「草加っ子の基礎・基本」の定着 

 「知・徳・体」のバランスのとれた取組を推進し、「草加っ子の基礎・基本✪」の

より一層の定着を図ります。「指導の基✪」を活用して、「知」における児童生徒の

基礎・基本の更なる徹底を図り、学力向上につなげます。 

 

 各種学力調査の実施と分析・活用 

 児童生徒の学力や学習状況を把握・分析・検証し、その改善を図るとともに、指

導の充実や学習状況の改善に役立てるための全国学力・学習状況調査✪、児童生徒一

人ひとりの学力の伸びを把握でき、その指導の在り方にいかすための埼玉県学力・

学習状況調査✪、当該年度に身に付けるべき学習内容の定着を把握し、確実に身に付

けるための草加市学力・学習状況調査等をそれぞれ実施し、授業改善を始め学力向

上プラン✪の見直しを図るなどして教育指導の充実を図ります。 

 

 児童生徒の学習に対する支援の充実 

 全小中学校に学習補助員✪を配置し、児童生徒一人ひとりが基礎的・基本的な知識

及び技能を身に付けるための学習支援の充実に取り組みます。必要に応じて国際理

解教育補助員✪を配置し、日本語指導を必要とする児童生徒が、日本語を確実に身に

付けていくための支援に取り組みます。全小中学校にＡＬＴ✪を配置し、小学校外国

語・外国語活動及び中学校英語教育の充実に取り組みます。全小中学校に学校司書✪

を配置し、「草加市子ども読書活動推進計画」に基づき、読書活動の充実を図りな

がら、児童生徒の読書に対する関心が高められるように取り組みます。必要に応じ

て学級支援員を配置し、個に応じた支援を充実させ、落ち着いた教育環境づくりを

進めます。 

 

  「草加っ子の学びを支える授業の 5 か条」の徹底（再掲） ＊元は１－６に掲載 

 草加っ子に「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、

人間性等」を身に付けさせるため、「指導の基✪」を活用し、本市の全ての教員

に「草加っ子の学びを支える授業の５か条✪」を徹底させ、指導力の向上を図りま

す。 

 

主な取組 
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 児童生徒の効果的な学習時間の確保 

 授業規律を確立し、日々の授業を工夫改善するとともに、児童生徒が計算や漢字、

読書、英語学習を繰り返しできる時間や場を設定して取り組みます。さらに、草加

寺子屋（土曜学習）✪、放課後学習を開催し、学習機会を提供します。また、幼保小

中を一貫した教育✪を推進する中で、児童生徒の発達段階や各中学校区の実態に応

じて、予習・授業・復習の学習サイクルを身に付けさせられるよう、保護者と連携

しながら家庭学習の充実を図ります。 

 

  指導訪問の充実（再掲） ＊元は１－６に掲載 

 全教員の授業を参観し、「指導の基✪」を用いて「草加っ子の基礎・基本✪」や「草

加っ子の学びを支える授業の５か条✪」の徹底を図ります。また、教科領域別の授業

づくりのポイントや「主体的・対話的で深い学び✪」の視点で授業改善の在り方など

を指導し、教員の指導力の向上を図ります。 

 

 ＩＣＴの整備と活用（再掲） ＊元は３－２に掲載 

 「主体的・対話的で深い学び✪」の実現に向け、ＩＣＴ✪を活用できる環境を整備

していきます。また、授業の中でＩＣＴ✪を積極的に活用して、タブレット型パソコ

ンで資料を提示しながらの個別指導、児童生徒が撮影した動画や収集した資料を基

にした授業づくり等を行います。また、ＩＣＴ✪の活用を図りながらプログラミング

教育✪を推進し、プログラミング的思考を身に付けさせるとともに、授業の工夫改善

を通して、児童生徒の情報活用能力の向上を図ります。ＩＣＴ支援員を配置し、そ

の活用の充実を図ります。また、ＩＣＴ研修を充実させ、授業で効果的に活用でき

るよう教員の指導力の向上を図ります。 

 

 小学校外国語・外国語活動及び中学校英語教育の充実 

 小学校外国語・外国語活動及び中学校英語教育の効果的な授業実践に向けて教員

研修を行います。また、全小中学校にＡＬＴ✪を配置し、外国語を通じて言語や文化

に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図

り、グローバル化に対応した教育環境づくりを進めます。 
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 学校図書館教育の充実 

 草加市子ども読書活動推進計画に基づき、児童生徒の読書に対する関心を高め、

読書活動を推進します。また、学校図書館の蔵書内容や老朽化した図書の更新を考

慮し、国が定める学校図書館図書標準✪の充足率１００％以上を維持するとともに、

設備備品の更新を図りながら、快適な学校図書館づくりに努めます。 

 

 ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業・環境づくりの充実（再掲） 
 ＊元は１－６に掲載 

 通常学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒も含め、児童生徒が

取り組みやすい授業を行うために、ユニバーサルデザインの視点を取り入れる方策

について研修会を実施します。そして、全ての児童生徒にとって分かりやすい授業

となるよう授業改善を推進します。併せて、各校の実情に合わせ、ユニバーサルデ

ザインの視点を含めた児童生徒の落ち着いた学習環境づくりを進めます。 
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基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 

       教育の推進 

 
 
１－３ 心豊かな「草加っ子」の育成 
 

現状と課題 

 本市では、規範意識や倫理観の低下等によって直面する課題に対応するため、幼保小

中を一貫した教育✪を推進する中で、学校の教育活動全体を通じた道徳教育を推進する

ことを始め、いじめ・不登校などに対応する教育相談、問題行動の予防や解決を図るた

めの取組を進めてきました。特に、「いのちの教育グランドデザイン」を基に、全ての教

育活動を通じ、いのちのつながりや尊さ、人間としての生き方など、「いのちの大切さ」

を実感する教育を行い、心豊かな児童生徒の育成に努めてきました。また、学級集団ア

セスメント検査✪を小学校５年生、中学校１年生で実施し、検査結果を分析したり、平成

３０年度（2018年度）には全中学校１年生に匿名報告・相談アプリ「ＳＴＯＰｉｔ」✪を

導入したりするなどして、いじめの早期発見や予防のための手立てとして活用してきま

した。 

 今後も、いじめ、不登校、暴力行為など生徒指導上の課題解決に向け、子どもたちの

豊かな人間性・社会性を育むために、「特別の教科 道徳」を要に全ての教科等で道徳

教育の推進を始め、様々な角度からの取組や多様な体験活動を充実させていく必要があ

ります。また、専門家や関係機関・団体、家庭、地域と連携・協働することや、学校間

（小中学校間・小学校間・中学校間等）を通じて必要な情報を共有することも必要となっ

ています。 
 

 

 

 
 

 子どもたちの規範意識の低下や人間関係の希薄化、いじめ、不登校などの様々な

課題を解決するため、幼保小中を一貫した教育✪を推進し、子どもたちの豊かな人間

性・社会性を育むとともに、全教育活動を通して、道徳教育や「いのちの大切さ」

を実感する教育を充実させます。また、幼児期から、人や自然との関わりを広げる

豊かな体験活動を通して、感性の形成やコミュニケーション能力の向上を図るとと

もに、音楽や自然との触れ合いなどの体験活動や読書活動をより一層充実させます。 

 施 策 

施策の方向 
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 「学校におけるいじめの防止等のための基本的な方針」や各校の「いじめ防止学

校基本方針」に基づき、いじめの未然防止・早期発見・早期対応に努め、関係諸機

関と連携を密にしていじめ撲滅に取り組みます。 

 

 

 
 

 「草加っ子の基礎・基本」の定着 

 「知・徳・体」のバランスのとれた取組を推進し、「草加っ子の基礎・基本✪」の

より一層の定着を図ります。「徳」の基礎・基本である「時を守り、場を清め、礼

を正す」などの規律ある生活の更なる徹底を図り、全教育活動を通して児童生徒の

豊かな心の育成を目指します。 

 

 道徳教育の充実 

 子どもたちの豊かな人間性を育む観点から、委嘱研究によって、「特別の教科 道

徳」を要とした道徳教育の在り方について研究を支援し、「考え、議論する道徳」

の実現に向けて授業の質的転換を図り、その成果を市内に広めるなど、各校の道徳

教育の充実を支援します。また、文部科学省発行の「私たちの道徳」、埼玉県教育

委員会発行の「彩の国の道徳」を活用し、児童生徒の自尊心の形成や他者への思い

やりなどを身に付けるための指導を実施します。 

 

 「いのちをつなぐ教育」の推進 

 「いのちの教育グランドデザイン」に基づき、骨髄バンクや造血管細胞移植、生命

誕生等「いのちの大切さ」を実感できる学習に全小中学校で取り組みます。そして、

自分や他人のいのちを大切にするために、自ら考え行動しようとする意識の高揚を図

ります。 

 

 音楽教育の推進 

 合唱や合奏などの活動で互いに認め、助け合いながら真剣に取り組むことを通じ、

人との望ましい関わり方を学び、児童生徒の情操教育の充実を目指します。草加市

小・中学校音楽祭や埼玉県小・中学校音楽会南部南地区大会、全小学校でプロの演

奏を直接聴く学校コンサートを支援し、豊かな感性を育てます。 

主な取組 
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 自然と触れ合う体験活動の推進 

 児童生徒一人ひとりが自然の恵みや美しさに触れる体験を通し、豊かな感性を育

みます。学校生活では得難い自然の中での仲間との触れ合いを通じ、よりよい人間

関係を築き、心豊かな児童生徒の育成を目指します。ゆとりあるプログラムをつく

り、生物の多様性や自然環境の保全の大切さに気付かせるとともに、児童生徒の自

主性を伸ばす活動や問題解決型学習を進めます。 

 

 読書活動の推進 

 各校で心豊かな児童生徒を育成できるように、草加市子ども読書活動推進計画を

基に読書活動を推進します。また、読書活動推進プラン委嘱研究校を中心に、ビブ

リオバトル等の読書への関心を高める取組を実施し、効果的な取組を全校で共有し、

心豊かな児童生徒を育てます。 

 

 生徒指導の充実 

 校内指導体制を確立し、児童生徒一人ひとりに対する理解に基づいたきめ細やか

な生徒指導を推進するために、管理職のリーダーシップの下、教職員相互の信頼・

協力・共通理解・共通行動による生徒指導を推進します。また、家庭との連携を図

り、学校・家庭・地域と警察などの関係機関が一体となった指導を行い、一貫した

生徒指導に当たります。さらに、学校警察連絡協議会等の会議や研修を充実させ、

学級集団アセスメント検査✪や臨床心理士の巡回相談、全中学生に導入した匿名報

告・相談アプリ「ＳＴＯＰｉｔ」✪等を通して、いじめや不登校、暴力行為等の未然

防止・早期発見・早期対応に努めます。 

 本市の「学校におけるいじめの防止等のための基本的な方針」や各校の「いじめ

防止学校基本方針」を指針として、より一層、いじめの未然防止、早期発見に努め

ていきます。「いじめ撲滅サミット✪」を開催し、児童生徒の代表による自校の取組

発表や意見交換、演劇などを通して、自分たちの力でいじめを撲滅しようとする心

情や態度を育てます。 

 草加市いじめ問題対策連絡協議会等条例の規定により、いじめ防止対策のために

草加市いじめ問題対策連絡協議会、いじめ問題調査対策委員会等を必要に応じて開

催します。 
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 基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 

       教育の推進 

 
 
１－４ たくましく生きる「草加っ子」の育成 
 

現状と課題 

 近年の新体力テスト✪の結果を見ると、本市の児童生徒の体力・運動能力✪は、ここ数

年で少しずつ数値が上昇傾向にあり、体力向上が図られています。特に、平成３０年度

（2018年度）の結果では、総合評価（新体力テスト✪の各種目の成績を項目別得点表に

基づき点数化し、総合評価基準表に当てはめてＡからＥの５段階で総合評価するもの）

ＡからＣの割合を見ると、小学校全体では県の目標である８０％を超え、中学校女子も

全学年において目標の８５％を上回っています。しかしながら、県平均には達していな

い状態であり、改善すべき課題も見受けられます。 

 今後は、児童生徒を取り巻く実態を把握し、「健康・体力向上グランドデザイン」を基

に、各校の「体力向上プラン」に基づき、健康の保持・増進及び体力・運動能力✪の更な

る向上を図ることが必要です。 

 中学校部活動においては、個人・集団競技ともに様々な大会やコンクールなどで活躍

が見られます。今後は、「草加市中学校部活動の方針」に沿った活動を基に、中学生のよ

りよい部活動の実践を図るための支援が必要となります。 

 学校給食は、小学校が自校直営調理方式、中学校が自校委託調理方式を採用し、安全

でおいしい手作り給食を実施しています。給食費の取扱いに関しては、教職員の負担軽

減の観点からも公会計化に向けた検討を行い、その導入に向けた準備を進めて行く必要

があります。また、地産地消の推進については、地域の食育応援農家✪と学校が連携を

図り、給食で使用する野菜を、市内の食育応援農家✪が学校へ納入しています。さらに、

使用量を増やすためには、使用日と使用量を調整し、配送方法や時間を検討していく必

要があります。食育の推進については、栄養教諭を中心とした学校栄養士が、朝食の在

り方や摂取率を高める方策、好き嫌いを減らし栄養バランスのとれた食事の在り方、残

菜を減らす献立や味付けの工夫をしています。各校の実態に即した課題を学校保健委員

会等で話し合い、学校家庭地域が連携してより充実した食育を推進していく必要があり

ます。 

 学校保健では、保護者の協力を得ながら、未就学児及び児童生徒のむし歯等の疾病に

おける早期治療を促進し、むし歯治療率を引き上げる必要があります。さらに、児童生

徒がむし歯にならないよう、歯磨きの仕方やむし歯予防の意識を高める必要がありま
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す。また、各種健康診断を通して、保健上必要な助言を行い、特に感染症対策について、

感染予防及び感染拡大の防止を図る必要があります。 
 

 

 

 
 

 心と体を一体として捉え、生涯にわたって心身の健康を保持・増進し、豊かな人

生を送れるよう、力いっぱい運動し、しっかり食事をとり、ぐっすり睡眠をとる、

健康でたくましい児童生徒の育成を目指します。そのために、幼保小中を一貫した

教育✪を推進する中で、草加市体力向上推進委員会と連携しながら、体力・運動能力

✪の向上に向けた取組を推進します。子どもたちが楽しみながら様々な動きを体験

することにより運動が好きになり、運動の特性に応じた知識及び技能を身に付ける

ことができ、その積み重ねにより、体力・運動能力✪の向上を図ります。また、「草

加市中学校部活動の方針」を基に、中学生のよりよい部活動の実践を図ります。 

 学校給食業務では、給食事業全体の収支を踏まえ、市内の地場産の食材、埼玉県

内産の食材を積極的に活用するとともに、アレルギー対策などを講じ、安全でおい

しい草加の給食を提供します。また、給食費の公会計化が円滑に推進できるように

準備を進めます。 

 栄養教諭を中心とした家庭科や特別活動等の授業等で栄養バランスのとれた食

事、朝食の摂取率を高めるだけでなく、どのような朝食を、どのような状況でとっ

ているのかを意識させ食育の充実を図ります。 

 学校保健を充実し、健康でたくましい児童生徒の育成を図ります。 

 

 

 
 

 「草加っ子の基礎・基本」の定着 

 「知・徳・体」のバランスのとれた取組を推進し、「草加っ子の基礎・基本✪」の

より一層の定着を図ります。「体」（健康・体力）における基礎・基本については、

体育・保健体育の授業を改善し、更なる基礎・基本の徹底を図り、児童生徒の体力・

運動能力✪の向上を目指します。 

 

 

施策の方向 

主な取組 
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 体力向上プランの改善 

 「健康・体力向上グランドデザイン」に基づき、「草加っ子の基礎・基本✪」の定

着を図り、新体力テスト✪の結果を分析活用しながら、授業を核に全教育活動の中で

体力・運動能力✪を向上させる取組を積極的に推進します。その後、自校の課題種目

を再度計測したり、授業での児童生徒の変容を観察したりして体力向上プランを見

直し、検証を重ねながら体力・運動能力✪の向上に向けた取組を進めます。 

 

 体育・保健体育の授業の改善 

 小・中学校体育連盟、草加市体力向上推進委員会と連携しながら、体育・保健体

育授業研究会や各種研修会の充実を図り、教員の指導力を向上させ、体育・保健体

育の授業改善を推進します。学習規律を確立させ、力いっぱい運動し、体の動かし

方や運動の仕方を理解し、知識及び能力を身に付けさせる楽しい授業を実践するこ

とで、運動好きの児童生徒を育成します。また、授業の中で十分な運動量を確保し、

日常的に運動しない児童生徒にも運動を習慣化させる取組や指導を行います。「幼

保小中一貫教育標準カリキュラム」を活用し、小中学校間で連携した児童生徒の体

力・運動能力✪の向上を図ります。 

 

 運動の日常化の推進 

 日常的に運動に親しむため、草加市体力向上推進委員会で推奨している「草加っ

子なわとび強化月間」を柱に、授業の充実を始め、業前運動や業間運動の取組、外

遊びの奨励、相撲教室の取組など教育活動全体を通じて、体力・運動能力✪の向上を

図ります。また、土曜日等の教育活動も広く周知し、地域社会の中で運動する機会

を増やし、健やかな体を育みます。 

 

 生活習慣の改善 

 生活習慣と体力には、深い関連があります。草加市体力向上推進委員会と連携し

ながら、各校における生活習慣に関する学習はもとより、幼保小中を一貫した教育✪

として「早寝早起き朝ごはん」「健康がんばりカード」「ノーテレビ・ノーゲーム・

ノースマホデー」などの取組を家庭と協力して、生活習慣の改善を図ります。 

 



77 
 

 中学校部活動の推進 

 中学校部活動では、「草加市中学校部活動の方針」に基づき、生徒の心身の健康

管理や活動中の事故防止など適切な指導を行い、よりよい部活動を実施します。ま

た、生徒の競技・技能レベル向上のため、技術的な指導に従事する部活動指導員や

技術指導の補助を行う部活動外部指導者の協力を得て、部活動の充実・発展を図り

ます。 

 

 学校給食の推進 

 直営方式の小学校、委託方式の中学校の学校給食業務を継続して実施し、学校給

食業務の適正な運用を図るためコスト等を比較し、検討を行います。また、給食費

の取り扱いに関する諸課題の解決を図るため、給食費の公会計化を進めます。 

 食材の地産地消については、食育応援農家✪や地元の生産者と連携を深め、地場産

の食材を積極的に給食に取り入れ、季節に応じた食材を味わうとともに新鮮な野菜

を児童生徒に認識してもらうなど、地産地消の推進を図ります。 

 

 食育の推進 

 児童生徒の健やかな体づくりのため、家庭と連携を深め、朝食の摂取率を高める

だけでなく、献立の栄養バランスを考えたり、複数で食事をとることを楽しんだり

することで食事の質を高めます。 

 また、栄養教諭を中心とした学校栄養士が児童生徒自ら栄養バランスを意識した

食事ができる食生活の推進を図ります。その際、栄養教諭が授業を行うだけでなく、

学校栄養士や食育応援農家✪など、地元の生産者の方々をゲストティーチャーと

した授業展開を積極的に進めます。 

 

 学校保健の充実 

 就学時健康診断や各種の健康診断を実施するとともに、その結果に基づいた治療

勧告等の保健上必要な助言を行い、児童生徒が健康でたくましく育つよう支援します。 

 また、健康体力づくり、学力向上の観点からも現在７５％前後のむし歯治療率を

９０％に引き上げるため、積極的に学校へ働きかけるとともに、保護者への啓発を

行います。また、草加市学校保健会や埼玉県歯科医師会との連携をより一層深め、

「フッ化物洗口✪」や「歯磨き教室」の普及を図ります。  
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基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 

       教育の推進 

 
 
１－５ 多様なニーズに対応した教育と支援の充実 
 

現状と課題 

 本市では、児童生徒一人ひとりをかけがえのない存在として大切に思い、教育委員会

や学校、関係機関が連携して、不登校問題に真摯に向き合ってきました。 

 しかし、児童生徒を取り巻く環境は、年々多様化・複雑化しており、不登校の理由も

多岐にわたっています。そのような児童生徒一人ひとりの特性や背景に寄り添い、不登

校問題を解消するためには、個々の不登校児童生徒の状況に応じた支援をより一層推進

することが必要となります。そのために、教育相談体制の充実を図るとともに、スクー

ルソーシャルワーカー✪などの学校への派遣や学校適応指導教室✪の充実などが求めら

れています。 

 また、本市では、これまで、ノーマライゼーションの理念に基づき、共生社会の形成

に向けたインクルーシブ教育システム✪の構築に向け、関係諸機関と連携し、個別の教

育支援計画の普及を図り、多様な学びの場を設置するなど、長期的な視野に立ち、早期

からの一貫した支援に努めてきました。 

 今後は、これまでの取組を更に推進するとともに、障害者の権利に関する条約の批准

や障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行を踏まえ、特別な教育的支援

を必要とする児童生徒には、一人ひとりの教育的ニーズに応じ、その能力や可能性を最

大限に伸ばすことができるよう、より一層、家庭や医療、福祉などの関係機関との連携

を強化し、社会の様々な機能を活用した教育と支援の充実を図る必要があります。また、

通常学級の中にも特別な教育的支援を必要とする児童生徒が在籍している現状を踏ま

え、校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーターを中心とした校内での

支援体制を充実させる必要があります。さらに、一人ひとりの教育的ニーズに応じた必

要な支援及び適切な指導が図れるよう、特別支援学級、通級指導教室✪の担当教員の育

成及び通常学級に在籍する発達に課題があると思われる児童生徒への支援に向け、通常

学級を含めた全教員の指導力の向上に取り組む必要があります。 

 就学援助の認定に当たっては、所得制限を基準にした認定を行い、透明性を確保しな

がら就学援助制度を運営してきました。令和元年度（2019年度）入学者から始めた、新

入学児童生徒に対する入学準備金の事前支給を継続し、経済的な格差に影響を受けるこ

となく、子どもたちがその能力に応じて等しく教育を受けられるような取組を推進する
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ことが求められています。今後は、国が示している未支給の項目について検討を進めて

いく必要があります。 

 入学準備金、奨学資金貸付制度は、より利用しやすい貸付制度の在り方について検討

を進めるとともに、貸付金の滞納者への対策を強化することが必要となります。 
 

 

 

 
 

 児童生徒の不登校などに対応するため、様々な教育相談活動を推進するとともに、

スクールソーシャルワーカー✪や学校支援指導員などの派遣を通じ、学校や関係諸

機関と連携を深めることで、一人ひとりの状況に応じた、きめ細かな支援の充実を

図ります。さらに、学校適応指導教室✪の活動を充実させるとともに、学校との連携

を深めることで、児童・生徒の自立と学校生活への適応を支援できるような環境づ

くりを推進します。 

 特別な配慮を要する児童生徒の多様化する教育的ニーズに対応し、一人ひとりの

よさや可能性を最大限に発揮できるよう、適切な情報提供を行い、丁寧な相談活動

を推進するとともに、十分な環境整備や支援体制を構築していきます。更には、医

療・福祉などの関係機関との連携や、特別支援学校が担うセンター的機能✪を活用し、

埼玉県立草加かがやき特別支援学校✪等との連携に取り組み、個に応じた特別な教育

支援の充実を図ります。 

 また、ノーマライゼーションの理念に基づき、共生社会の形成に向けたインクルー

シブ教育システム✪の構築に向け、特別支援学級、通級指導教室✪の担当教員の育成及

び通常学級に在籍する発達に課題があると思われる児童生徒への支援に向け、通常

学級を含めた全教員の指導力の向上に取り組むとともに、埼玉県立草加かがやき特

別支援学校✪や埼玉県立越谷特別支援学校等との支援籍✪学習を推進します。 

 就学援助制度については、国や県及び他市町の動向を確認しながら、所得制限を

基準にした認定を行い、透明性を確保しながら運営を進めます。また、入学前準備

金を含め就学援助制度について、就学時健康診断や入学説明会等の様々な機会で同

制度の周知を図ります。中学校の部活動費等については、他市町の動向や支給方法

等について検討を進めていきます。 

 入学準備金、奨学資金貸付制度については、他自治体の動向などを踏まえ、より利

用しやすい貸付制度の検討を進めます。また、入学準備金及び奨学資金の滞納対策が

急務であることから、滞納解消に向けた法的措置等の具体的な取組を実施します。 

施策の方向 
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 教育相談の充実 

  電話、面談、訪問支援などによる教育相談を通じて、児童生徒が抱える諸問題に

対する支援に取り組み、適切な助言を行います。また、特別支援教育支援員✪、さわ

やか相談員✪、スクールカウンセラーの学校への配置、学校支援指導員・スクール

ソーシャルワーカー✪、臨床心理士などの学校への派遣を積極的に推進し、児童生

徒の発達の課題や、不登校、虐待が疑われるケースなどに対して、関係諸機関との

連携の下、児童生徒一人ひとりの状況に応じた支援の充実を図ります。さらに、不

登校児童生徒の居場所の確保及び学校復帰への支援の場として、学校適応指導教

室✪における体験活動の充実や、夏季休業中の開設などを推進します。 

 

 特別支援教育の充実 

 相談者に寄り添い、適切な情報提供を行い、丁寧な相談活動を推進します。 

 また、関係諸機関との連携の下、早期からの教育相談、就学支援、就学後の個に

応じた支援等を一貫して行うとともに、一人ひとりの教育的ニーズに応じ、児童生

徒が可能性を最大限に発揮できる環境整備、支援体制を構築させることで、児童生

徒一人ひとりの自立と社会参加に向けた支援を継続的に行います。 

 そのために、草加市障害児就学支援委員会、就学相談、就学予定児及び保護者を

対象としたことばの相談会などを実施します。 

 また、必要に応じて障がい種別の特別支援学級を設置するとともに、特別支援教

育支援員✪の効果的な配置を進め、特別支援学級等の支援体制の整備、充実を図ると

ともに、特別支援学級及び通級指導教室✪担当者の人材の確保、特別支援学級等の担

当教員の育成及び指導力の向上に努めます。 

 さらに、特別支援教育指導員、巡回相談員を各校へ派遣し、児童生徒への必要な

支援及び適切な指導を行うことができるよう、各校の教員への指導・助言を行いま

す。また、特別支援教室児童担当指導員を小学校に派遣し、通常学級に在籍し、発

達に課題があると思われる児童の困り感の解消や、自己肯定感✪の向上に向け、児童

の特別な教育的ニーズに合った、直接的な支援を行います。 

 加えて、インクルーシブ教育システム✪の構築に向け、通常学級、特別支援学級及

び通級指導教室担当者の育成と、全教員の特別支援教育✪に係る指導力向上、校内支

援体制の整備の充実に向けた、各種研修会を充実させます。 

 

主な取組 
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 特別支援教育の就学奨励費の補助 

 教育の機会均等の趣旨にのっとり、小中学校に就学する学校教育法施行令第２２

条の３に規定された障がいの程度に該当する児童生徒の保護者又は特別支援学級

に就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力の程度に

応じ、就学のために必要な経費についての補助を行います。 

 

 埼玉県立草加かがやき特別支援学校等との連携 

 埼玉県立草加かがやき特別支援学校✪や埼玉県立越谷特別支援学校等と連携し、

巡回相談や各校の研修会等に、特別支援学校が担うセンター的機能✪を活用するこ

とで、教員の指導力の向上を図るとともに、インクルーシブ教育システム✪の構築に

向け、支援籍✪学習を推進することで、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生

徒との交流を充実させ、心のバリアフリーを育んでいきます。 

 

 一人ひとりに応じた就学援助の充実 

 経済的理由により就学困難な児童の保護者に対し、申請に基づき就学援助の認定

を適正に実施します。そのために、就学時健康診断や入学説明会だけでなく、入学

時や転入時の保護者への周知、さらに教育委員会のホームページへの記載等により

様々な機会を通じて周知を図ります。 

 

 入学準備金及び奨学資金貸付制度の見直し 

 他自治体の動向などを踏まえ、より利用しやすい入学準備金及び奨学資金貸付制

度の検討を進めます。 

 

 貸付金の滞納解消に向けた取組 

 滞納者に対し、文書督促及び電話催告、自宅訪問や個別相談を実施するとともに、

長期滞納者に対しては、滞納の解消に向けた取組を強化します。  
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基本目標 １ 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）を育む幼保小中を一貫した 

       教育の推進 

 
 
１－６ 「草加っ子」の学びを支える指導力の向上 
 

現状と課題 

 本市では、指導訪問や市委嘱研究、要請訪問等で「指導の基✪」を活用し、「草加っ子

の学びを支える授業の５か条✪」の徹底や授業づくりのポイントを指導し、教職員一人

ひとりの指導力の向上を図ってきました。また、埼玉県で行う年次研修に加え、市主催

の新採用教員研修、３年次教員研修、５年経験者研修、キャリア・アップ研修、臨時的

任用教員・任期付教員研修など、キャリア段階に応じた研修を実施し、経験豊かな教員

の指導技術を伝承することを主眼に若手教員の指導力の向上に取り組んできました。 

 今後、児童生徒がこれからの時代を見据えた学力を始めとする資質・能力✪を身に付

けられるよう、教員の指導力の更なる向上が必要となります。 

 さらに、特別な教育的支援を必要とする児童生徒も含め、全ての児童生徒が授業に取

り組みやすくするために、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業✪の改善を進

めることも求められています。 

 多様化する相談内容に対応できるように、さわやか相談員✪の研修などを行ってきま

した。また、特別支援学級や通級指導教室✪などの担当教員の育成及び全教職員の特別

支援教育✪に係る理解と指導力の向上に係る研修に取り組んできました。 

 今後も、児童生徒一人ひとりの状況や教育的ニーズに応じた支援を行うために、教育

相談や特別支援教育✪に関わる研修を充実させ、より適切な支援ができるようにしてい

く必要があります。 

 次代を担う子どもたちを育むためには、教職員一人ひとりが学校での仕事と自己の生

活とのバランスがとれた働き方をし、心身ともに健康で、意欲を持って子どもたちと向

き合うことが大切です。業務の多忙化から、在校時間が長期間傾向になったり、精神的

な負担感を抱えたりする教職員も少なくないことから、管理職が教職員の在校時間を把

握し、リーダーシップを発揮して相談体制や指導体制を構築し、組織的に課題に取り組

む体制づくりを進めるなど、適切な学校運営マネジメントを行い、職場全体における働

き方改革を進めることが求められています。 
 

 

 

 施 策 
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 市委嘱研究を計画的に進めるとともに、指導訪問や要請訪問等において適切な指

導・支援を行い、教員の指導力の向上を図ります。また、教員研修においても、指導

技術を高める内容に重点を置き、指導力のある教員を育成します。 

 さらに、特別な教育的支援を必要とする児童生徒も含め、全ての児童生徒が授業に

取り組みやすくするために、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業✪の改善

を進めます。 

 児童生徒を取り巻く環境の変化に伴い、学校だけでは解決が難しくなってきている

不登校対応等についての研修を充実させていきます。また、特別支援学級や通級指導

教室✪の担当者に対する研修を充実させるとともに、通常学級に在籍している障がい

があると思われる児童生徒を適切に支援するための研修を充実させていきます。 

 教職員の業務の合理化・効率化を図り、一人ひとりの子どもと向き合う時間を確

保できる環境づくりを進めます。 

 

 

 
 

  「草加っ子の学びを支える授業の５か条」の徹底 

 草加っ子に「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、

人間性等」を身に付けさせるため、「指導の基✪」を活用し、本市の全ての教員

に「草加っ子の学びを支える授業の５か条✪」を徹底させ、指導力の向上を図りま

す。 

 

  指導訪問の充実 

 全教員の授業を参観し、「指導の基✪」を用いて「草加っ子の基礎・基本✪」や「草

加っ子の学びを支える授業の５か条✪」の徹底を図ります。また、教科領域別の授業

づくりのポイントや「主体的・対話的で深い学び✪」の視点で授業改善の在り方など

を指導し、教員の指導力の向上を図ります。 

 

  教職員研修の充実 

 教職員の指導力向上のため、教職員のライフステージに応じた研修の充実に取り

組みます。教職員の専門性を高め、日々の教育活動にいかすために、市独自の研修

施策の方向 

主な取組 
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として新採用教員研修や３年次教員研修、５年経験者研修、キャリア・アップ研修、

臨時的任用教員・任期付教員研修の充実に取り組みます。また、管理職の管理・指導

力向上のため、市独自で校長研修会、教頭研修会を実施し、さらに、各教科・領域

の指導技術を高めるための研修の充実にも取り組みます。 

 

 市委嘱研究の充実 

 委嘱校には取り組むべき課題や内容（主体的・対話的で深い学び✪、特別の教科 

道徳、プログラミング教育✪等）をより明確にして研究を進めていただくことで、効

果的な方策を市内各校へ広げ、日々の教育活動にいかします。また、その成果を次

の委嘱校に着実に引き継ぎ、深化させていきます。 

 学力向上推進校には、学力向上プラン✪を始め授業の工夫改善に関する指導助言

や、学力向上推進補助員を配置して児童生徒の学習支援を行います。 

 

 ＩＣＴの整備と活用（再掲） ＊元は３－２に掲載 

 「主体的・対話的で深い学び✪」の実現に向け、ＩＣＴ✪を活用できる環境を整備し

ていきます。また、授業の中でＩＣＴ✪を積極的に活用して、タブレット型パソコン

で資料を提示しながらの個別指導、児童生徒が撮影した動画や収集した資料を基に

した授業づくり等を行います。また、ＩＣＴ✪の活用を図りながらプログラミング教

育✪を推進し、プログラミング的思考を身に付けさせるとともに、授業の工夫改善を

通して、児童生徒の情報活用能力の向上を図ります。ＩＣＴ支援員を配置し、その

活用の充実を図ります。また、ＩＣＴ研修を充実させ、授業で効果的に活用できるよ

う教員の指導力の向上を図ります。 

 

 ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業・環境づくりの充実 

 通常学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒も含め、児童生徒が

取り組みやすい授業を行うために、ユニバーサルデザインの視点を取り入れる方策

について研修会を実施します。そして、全ての児童生徒にとって分かりやすい授業

となるよう授業改善を推進します。併せて、各校の実情に合わせ、ユニバーサルデ

ザインの視点を含めた児童生徒の落ち着いた学習環境づくりを進めます。 
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 教育相談及び特別支援教育に係る研修の充実 

 さわやか相談員✪の研修内容を充実させるとともに、不登校対策などに係る研修

を充実させていくことで、児童生徒一人ひとりに寄り添った支援ができるようにし

ます。また、インクルーシブ教育システム✪の推進に向けた研修、特別支援教育担当

者育成研修、特別支援教育コーディネーター研修、特別支援教育支援員研修などを

充実させることにより、全教員の特別支援教育✪に関する理解と指導力の向上を図

ります。 

 

 教職員の働き方改革 

 各校で作成した働き方改革基本方針に基づいた教職員の意識改革を図る校内研

修会を支援する等、教職員の働き方を見直し、「草加市小中学校における働き方改

革基本方針」を推進します。ＩＣカードによる勤務時間の実態把握を進め、一か月

当たりの時間外在校時間（土曜日及び日曜日を含む）が８０時間を超える職員の割

合について、小中学校ともに０％、４５時間を超える職員の割合が小学校４０％未

満、中学校５０％未満となるようにします。 
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基本目標 ２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

 
 
２－１ 地域とともにある学校づくりの推進 
 

現状と課題 

 少子高齢化や情報化の進展により、子どもたちを取り巻く環境が変化し、学校が抱え

る課題が複雑化・多様化してきています。次代を担う子どもたちの豊かな成長のために

は、これまで以上に、学校・家庭・地域との連携・協働が求められています。そのため

にも、市内全小中学校が学校運営協議会✪を設置し、学校と地域が目標を共有し、地域

とともにある学校づくりを推進していく必要があります。 

 本市では、これまで、学校経営の充実を図るため、保護者や地域の教育力を活用した

学校応援団✪の整備を進めてきました。学校応援団✪の活動は、学校の学習活動・環境整

備・安全安心の確保・部活動等の支援で成果を上げてきました。また、放課後や土曜日

等における児童生徒の学習活動や体験活動を充実させるため、市内の活動団体の紹介や

子ども大学そうか✪、公民館の講座、町会での催し案内などを掲載したパンフレットを

作成し、周知してきました。 

 今後も、学校応援団✪の活動や地域の教育活動を更に充実させていくためには、多く

の人材を確保することや地域の特色をいかした多様な体験活動を実施していくことが

必要となります。 

 将来の草加を担う人材を育成するためには、学校教育を通して子どもたちがふるさと

草加について理解を深め、愛着や誇りを持つようになることが重要です。そのため、「草

加市幼保小中一貫教育標準カリキュラム」の中で、総合的な学習の時間等にふるさと草

加学習を位置付け、各校で実践できるよう支援してきました。さらに、教員が子どもた

ちを指導する際の参考となるよう、冊子『学ぼう！ふるさと草加』を作成し、各校に配

布してきました。 

 今後も、本市に対する理解を深め、愛着や誇りを持ち、将来にわたって地域を大切に

する機運を醸成するため、本市の歴史や文化にふれることができる体験学習等を幼保小

中で計画的・系統的に実施していく必要があります。 

 学校経営を円滑に行うためには、管理職のリーダーシップ及び自ら考え主体的に行動

できる中堅教員の育成が急務となっています。 

 若手教員及び欠員補充、各種代員等による臨時的任用教員が増加している現状を踏ま

え、教職員の年齢、男女比や資質等を加味しながら、各校の課題解決と教育の重点に直

結する効果的かつ計画的な配置に努める必要があります。 

 施 策 
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 学校評価✪では、成果と課題を明確に示すとともに評価項目の見直し等を行い、次年

度以降にいかすことができるような評価方法となるよう、検討を続けていく必要があり

ます。 
  

 

 

 

 

 よりよい学校運営や、子どもたちの学びや体験活動の充実等のために必要な支援

に関する協議を学校運営協議会✪で行い、地域とともにある学校づくりを推進しま

す。また、学校運営協議会✪と学校を支援する組織である学校応援団✪が両輪となり、

学校・家庭・地域が一体となった教育を推進します。 

 学校応援団✪の活動を通じ、学校が積極的に家庭や地域に働きかけ、学校・家庭・

地域が一体となった教育を推進します。 

 学校を含めた地域社会の中で、土曜日や放課後などにおける子どもたちの学習活

動や体験活動の充実を図るなど、地域との交流・連携をいかした取組を進めるとと

もに、交流・連携しやすい環境づくりを推進し、学校・家庭・地域が一体となった

教育活動に取り組みます。 

 豊かな地域資源を活用し、草加の歴史や文化に触れることができる体験学習等を

計画的・系統的に進め、草加に愛着や誇りを持てるよう、ふるさと草加学習の充実

を図ります。 

 

 

 
 

 学校運営協議会の充実 

 市内全小中学校に学校運営協議会✪を設置し、コミュニティ・スクール✪として地

域とともにある学校づくりを推進します。校長の示す経営方針を承認するとともに、

児童生徒の体験活動の充実や多様な教育活動の支援に努めます。 

 そのため、学校運営協議会委員の方々や関係者を対象とした研修会を開催すると

ともに、学校運営協議会✪ごとの活動状況を共有できるようにします。 

 

 

施策の方向 

主な取組 
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 学校応援団の充実 

 学校応援団✪の活動の充実を図るため、学校応援団連絡協議会を開催し、各校での

応援団の取組の成果や課題について情報交換するとともに、研修を実施し、各校で

の活動の充実及び発展を図ります。 

 各校の学校応援団登録者名簿を作成し、草加市市民活動災害補償制度が活用でき

るように体制を整えるとともに、学校とボランティアとの連絡及び調整を支援し、

小中学校と地域の連携の充実を図ります。 

 

 児童生徒の安全管理の充実 

 児童生徒の安全安心を確保するため、埼玉県教育委員会から委嘱されたスクール

ガード・リーダー✪を引き続き全小学校に配置します。学校内外の安全点検や登下校

時の安全パトロールを始め、防犯教室や地域安全マップづくりなど学校における安

全管理対策への参加や不審者・危険箇所・子ども避難所✪等に関する学校との情報共

有を行うなど、児童生徒の安全安心を確保するための活動の充実に努めます。 

 また、登下校等の安全確保のための子ども避難所✪には、避難所協力者に事故があ

ったときに補償できる保険に加入します。 

 

 部活動指導員・部活動外部指導者の派遣 

 学校長が推薦し教育委員会が承認した、技術的な指導に従事する部活動指導員や

技術指導の補助を行う部活動外部指導者を中学校に派遣し、部活動を支援します。 

 

 学校・家庭・地域が一体となった防災教育の推進 

 地震や台風、突風、竜巻などの自然災害に適切に対応するため、避難所となる学

校は、発達段階に応じた防災に関する教育を実施するとともに、家庭・地域と一体

となって防災訓練等に取り組むなど、児童生徒の命を守る防災教育を推進します。 

 

 ふるさと草加学習の推進 

 子どもたちが、草加についての理解を深めて愛着や誇りを持てるよう、「草加市

幼保小中一貫教育標準カリキュラム」にふるさと草加学習を位置付け、各校で実践

できるよう支援します。 
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 ふるさと草加学習を行う際の参考資料である冊子『学ぼう！ふるさと草加』を、

教員の声を反映させながら随時改定し、使用しやすいものにしていきます。 

 また、研修会等で、教員にふるさと草加学習の好指導例を周知するとともに、指

導訪問などを通じ、より充実したふるさと草加学習とします。 

 

 土曜日等の教育活動の充実 

 土曜授業等を含め望ましい土曜日等の教育活動について、地域人材を積極的に活

用した授業の実施を始め、家庭・地域と、一体となった教育活動を推進します。 

 また、市内のスポーツ少年団を始め、活動団体の紹介や公民館・歴史民俗資料館

等の様々な催しの案内など、児童生徒の学習活動や体験活動の場について周知しま

す。 

 

 学校経営の充実 

 年間１２回の校長会議や年間５回の教頭会議に加えて、新任校長研修会及び新任

教頭研修会を通して、教職員に対して的確な指導ができ、リーダーシップを発揮で

きる管理職の育成を図ります。また、ミドルリーダーとなるべく採用から１０年前

後の中堅教員に対する指導を充実させ、今後、管理職を担うべき教職員が学校経営

に積極的に参画する取組を推進します。 

 

 学校評価制度の活用 

 学校評価✪を全校で実施し、前年度からの課題に対する対応策を示すとともに、評

価内容の精選を行い、学校の取組等について改善も図り、より質の高い学校教育を

推進します。 

 

 小中学校通学区域審議会の開催 

 計画的に審議会を開催し、草加市立小中学校の望ましい通学区域の在り方につ

いての見直しを進めます。 
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基本目標 ２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

 
 
２－２ 家庭教育への支援 
 

現状と課題 

 本市では、平成２４年度（2012年度）に、「生きる力✪」が育まれた中学校卒業時の子

どもの姿を目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪と定め、その目指すべき姿を、園・学校・

家庭・地域で共有し、一体となって子どもの育ちを支える取組を支援してきました。同

時に、家庭教育の一層の充実に資する取組として、「親の学習」講座✪の実施と、講座の

講師となる埼玉県家庭教育アドバイザー✪の養成と育成に努めてきました。更には、子

育て講演会の拡充と、子育てに関する保護者向けリーフレットの作成・配布や、円滑な

就学を支援するための「家庭・学校連携シート✪」の活用促進などに取り組んできまし

た。 

 これらの取組では、「親の学習」講座✪や子育て講演会の参加者の多くから「家庭教育

の重要性について認識することができた。」という評価を得るなど、家庭や地域の教育

参画への意識が高まっている様子が見られるようになりました。 

 現在、市内全ての中学校区において、幼保小中を一貫した教育✪が実施されています

が、今後も幼保小中を一貫した教育✪の実効性を高めるため、家庭教育への支援の拡充

が求められます。また、子育てに関する他部局との緊密な連携を図るなど、子どもの育

ちに関する不安の軽減、子育てに関して親同士がコミュニケーションをとるきっかけに

なるよう、取組内容の充実を図っていく必要があります。 
 

 

 

 

 

 目指す「草加っ子」（１５歳の姿）✪の実現に向け、家庭への周知と子どもへの関

わり方、子育てに関する知識等を情報提供するなど、家庭教育の充実を図ります。 

 「親の学習」講座✪については、講師となる埼玉県家庭教育アドバイザー✪に対し、

子ども教育連携推進に関する理念の浸透を図ることで、講師の質の向上と育成に努

めるとともに、保護者向けに配布しているリーフレットを十分に活用しながら実施

することで、講座の内容を一層充実させます。 

 

施策の方向 

 施 策 
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 「親の学習」講座及び子育て講演会の開催 

 「親の学習」講座✪や子育て講演会の開催を通じて、子育てに関する知識を学ぶと

ともに、親同士が子育てについて意見交換する機会をつくり、子育てに関する悩み

や不安の軽減につなげることで、家庭教育が一層充実するよう支援します。 

 

 子育てリーフレット及び家庭・学校連携シートの配布 

 子育てに関する有益な情報をリーフレット等により発信し、家庭教育が一層充実

するよう支援します。 

 また、就学期の子どもを持つ家庭が不安や悩みを小学校に伝え、家庭と小学校が

連携して子どもの円滑な就学に取り組めるよう、家庭・学校連携シート✪を配布しま

す。 

 

 児童生徒の効果的な学習時間の確保（再掲） ＊元は１－２に掲載 

 授業規律を確立し、日々の授業を工夫改善するとともに、児童生徒が計算や漢字、

読書、英語学習を繰り返しできる時間や場を設定して取り組みます。さらに、草加

寺子屋（土曜学習）✪、放課後学習を開催し、学習機会を提供します。また、幼保小

中を一貫した教育✪を推進する中で、児童生徒の発達段階や各中学校区の実態に応

じて、予習・授業・復習の学習サイクルを身に付けさせられるよう、保護者と連携

しながら家庭学習の充実を図ります。 

 

 生活習慣の改善（再掲） ＊元は１－４に掲載 

 生活習慣と体力には、深い関連があります。草加市体力向上推進委員会と連携し

ながら、各校における生活習慣に関する学習はもとより、幼保小中を一貫した教育✪

として「早寝早起き朝ごはん」「健康がんばりカード」「ノーテレビ・ノーゲーム・

ノースマホデー」などの取組を家庭と協力して、生活習慣の改善を図ります。 

 

 

 

主な取組 
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 食育の推進（再掲） ＊元は１－４に掲載 

 児童生徒の健やかな体づくりのため、家庭と連携を深め、朝食の摂取率を高める

だけでなく、献立の栄養バランスを考えたり、複数で食事をとることを楽しんだり

することで食事の質を高めます。 

 また、栄養教諭を中心とした学校栄養士が児童生徒自ら栄養バランスを意識した

食事ができる食生活の推進を図ります。その際、栄養教諭が授業を行うだけでなく、

学校栄養士や食育応援農家✪など、地元の生産者の方々をゲストティーチャーと

した授業展開を積極的に進めます。 

 

 学校保健の充実（再掲） ＊元は１－４に掲載 

 就学時健康診断や各種の健康診断を実施するとともに、その結果に基づいた治療

勧告等の保健上必要な助言を行い、児童生徒が健康でたくましく育つよう支援しま

す。 

 また、健康体力づくり、学力向上の観点からも現在７５％前後のむし歯治療率を

９０％に引き上げるため、積極的に学校へ働きかけるとともに、保護者への啓発を

行います。また、草加市学校保健会や埼玉県歯科医師会との連携をより一層深め、

「フッ化物洗口✪」や「歯磨き教室」の普及を図ります。 
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基本目標 ３ 教育環境の整備・充実 

 
 
３－１ 安全安心な学校教育施設の整備・充実 
 

現状と課題 

 子どもたちの安全安心な教育環境を整備するため、これまで校舎の耐震化や屋内運動

場の非構造部材✪の耐震化、トイレ改修、防犯カメラの整備等を進めてきました。 

 今後も、安全安心な教育環境の整備を効果的・効率的に実施していく必要があります。

また、近年、社会問題となっている夏の猛暑対策として、特別教室や給食室等へエアコ

ンを設置していく必要があります。さらに、学校施設は、災害時の避難所としての指定

を受けていることから、関係部局との連携を図り、防災機能の向上に取り組む必要もあ

ります。その他、照明器具のＬＥＤ化や学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）の策

定等を順次進めていく必要があります。 

 奥日光自然の家は、小中学生が自然教室を実施している施設で、一人ひとりの児童生

徒が自然の恵みや美しさに触れる体験を通し、豊かな感性を育みます。また、一般の方

の利用については、健康増進施設として利用されております。しかしながら、建設から

約５０年が経過していることから、老朽化が著しく、毎年修繕を実施しながら維持管理

を行っている現状があります。そのため、草加市公共施設等総合管理計画を踏まえ、当

面、現有施設の改修などを行いながら維持管理運営に取り組むとともに、今後の施設の

在り方について検討していく必要があります。 
 

 

 

 
 

 草加市公共施設等総合管理計画、草加市学校施設整備基本方針及び学校施設の長

寿命化計画（個別施設計画）に基づき、校舎等の大規模改修・トイレ環境の改善等、

安全安心な教育環境の整備を環境に配慮しながら効果的・効率的に進めます。 

 学校施設は、災害時の避難所としての指定を受けていることから、関係部局との

連携を図り、防災機能の向上に取り組みます。 

 奥日光自然の家は、施設の老朽化が著しいことから、草加市公共施設等総合管理

計画を踏まえ、当面、現有施設の改修などを行いながら維持管理や運営に取り組む

とともに、今後の施設の在り方についての検討を進めます。 

 

施策の方向 

 施 策 
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 学校施設の維持管理 

 施設の老朽化、不具合等について、計画的な修繕及び工事の実施及び業務委託に

よる施設の設備機器等の管理を行います。学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）

に基づき、校舎等の大規模改修、トイレ環境の改善及び校舎屋上防水の改修等、学

校施設の整備を計画的に行います。 

 

 屋内運動場へのエアコン導入 

 地域の避難所となっている小中学校の屋内運動場について、災害対策上の観点か

らエアコン等を設置し防災機能の向上を図ります。 

 

 校舎等の大規模改修等 

 トイレ環境改善のための整備及び校舎屋上防水等の改修を計画的に行います。 

 

 自然の家の管理・運営 

 施設の在り方についての検討を進めるとともに、必要に応じた施設の修繕等を行

います。 

 

 共通管理備品の整備 

 校内放送機器、特別教室備品及び屋内運動場用備品を中心に、順次備品の更新整

備を実施します。  

主な取組 
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基本目標 ３ 教育環境の整備・充実 

 
 
３－２ 学習環境の整備・充実 
 

現状と課題 
 本市ではこれまで、学習指導要領の学習内容を着実に身に付けられる授業を行うた

め、効果的な教材教具を整備してきました。特に、情報教育機器については、プロジェ

クター設置型ホワイトボードやタブレット型パソコン等の整備を進め、デジタル教科書

やインターネットで資料を提示したり、児童生徒が撮影した動画を基に考えを深めたり

と、それらを活用した学習が行える環境づくりを進めてきました。 

 今後、プログラミング教育✪を始め、学習指導要領の趣旨を踏まえたＩＣＴ✪を活用し

た授業実践のための情報教育機器を充実させていくことが必要となります。 

 学校図書は、国が定める学校図書館図書標準✪に対し、各校の充足率１００％以上を

維持しつつ、一層の充実を図るとともに、草加市子ども読書活動推進計画に基づいた環

境整備を積極的に行い、本好きな子どもを育成するための学校図書館づくりをする必要

があります。 

 学校配当予算については、事業ごとに分かれていた予算を一元化し、特色ある学校経

営を進めることが可能となっていることから、各校の特性や地域性をいかした学校づく

りを充実させる必要があります。 
 

 

 

 
 

 学習指導要領を踏まえ、児童生徒が学習内容を確実に身に付けられるよう、必要

な教材教具の整備を進めます。特に、情報教育機器については、コンピュータを始

めとする情報機器や情報ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環

境を整え、それらを適切に活用したプログラミング教育✪を含めた学習活動の充実

を図ります。また、学校図書館の蔵書及び環境も充実させます。 

 特色ある学校経営の推進に向け、各校の教育目標の達成を目指し、積極的な活動

ができるように教育環境や学習環境の整備を行い、各校の主体的な取組を支援しま

す。 

 

 

 施 策 

施策の方向 
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 ＩＣＴの整備と活用 

 「主体的・対話的で深い学び✪」の実現に向け、ＩＣＴ✪を活用できる環境を整備

していきます。また、授業の中でＩＣＴ✪を積極的に活用して、タブレット型パソコ

ンで資料を提示しながらの個別指導、児童生徒が撮影した動画や収集した資料を基

にした授業づくり等を行います。また、ＩＣＴ✪の活用を図りながらプログラミング

教育✪を推進し、プログラミング的思考を身に付けさせるとともに、授業の工夫改善

を通して、児童生徒の情報活用能力の向上を図ります。ＩＣＴ支援員を配置し、そ

の活用の充実を図ります。また、ＩＣＴ研修を充実させ、授業で効果的に活用でき

るよう教員の指導力の向上を図ります。 

 

 教材教具の整備 

 授業を充実させるために、教材教具の整備を充実させます。そして、より深い教

材研究を行いながら児童生徒の学習環境を整え、日々の授業を工夫改善し、児童生

徒の学力向上を図ります。 

 

 学校図書館教育の充実（再掲） ＊元は１－２に掲載 

 草加市子ども読書活動推進計画に基づき、児童生徒の読書に対する関心を高め、

読書活動を推進します。また、学校図書館の蔵書内容や老朽化した図書の更新を考

慮し、国が定める学校図書館図書標準✪の充足率１００％以上を維持するとともに、

設備備品の更新を図りながら、快適な学校図書館づくりに努めます。 

 

 特色ある学校経営を推進するための予算の充実 

 必要な学習環境を整備し、その主体的な取組を支援することで、各校の特色がよ

り反映できるよう、学校配当予算の充実に努めます。 

 また、学校事務職員等が適正な予算執行、会計処理が行えるよう、学校事務職員

等に対する研修を継続していきます。 

 

 

 

 

主な取組 
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 ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業・環境づくりの充実 

（再掲） ＊元は１－６に掲載 

 通常学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒も含め、児童生徒が

取り組みやすい授業を行うために、ユニバーサルデザインの視点を取り入れる方策

について研修会を実施します。そして、全ての児童生徒にとって分かりやすい授業

となるよう授業改善を推進します。併せて、各校の実情に合わせ、ユニバーサルデ

ザインの視点を含めた児童生徒の落ち着いた学習環境づくりを進めます。 
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基本目標 ４ 学びの成果が発揮される生涯学習の推進 

 
 
４－１ 生涯を通した多様な学習機会の充実 
 

現状と課題 

 超高齢社会✪の到来により、自らの人生を模索する人が増えるなど、生涯学習の役割

が大きくなってきています。これに伴い、誰もが生涯にわたり、あらゆる場所で、あら

ゆる機会に学ぶことができ、その学習成果をいかすことができる生涯学習社会の進展が

強く求められています。 

 本市では、生涯学習の推進に当たり、体制づくりや幅広い分野における学びの提供な

どに取り組んできました。 

 今後も、主体的な学びを求める人が充実した時間を過ごすことができるよう、引き続

き、学習情報や魅力ある学びの提供が必要となります。また、「きっかけがない」ことを

理由にして生涯学習活動に踏み出せない人も多いことから、学びのきっかけづくりのた

めの取組も必要となります。 

 一方、生涯学習を行う人の中には、知識や技術の向上だけでなく、仲間を見付け、親

睦を深めることを目的とする人もおり、生涯学習には人と人とを結びつける側面があり

ます。また、学びを通して地域や社会が抱える問題に関心を持ち、問題解決に向けた活

動をする人も出てきています。 

 学びを通して絆を結ぶことで地域を支える人材が生まれ、こうした人々が地域の活性

化につながる活動を進めることができるよう、学びの成果がまちづくりにつながる仕組

みづくりが重要となっています。 
 

 

 

 

 

 学びのきっかけづくりとして、市内にある学習情報を集約化した生涯学習情報提

供サイト✪「マイ・ステージ」の充実と普及に努めます。また、生涯学習指導者バン

ク制度✪の周知と活用を進めることで、気軽に学習を始める体制を整えます。 

 大学、ＮＰＯ法人、民間企業などと連携し、そうか市民大学✪や子ども大学そうか

✪の内容の充実に努め、市民の高度で多様な学習ニーズに応じた学習機会を提供し

ます。 

施策の方向 

 施 策 
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 学習の成果を地域づくりにつなげるため、社会教育関係団体への活動支援や新成

人のつどいなどの機会を活用します。 

 学びを通して得た絆をいかし、地域を支える人材の育成を目指します。 

 

 

 
 

 学びのきっかけづくり 

 誰もが気軽に生涯学習を始めることができるようにするため、生涯学習指導者バ

ンク制度✪を活用した生涯学習体験講座の充実を図ります。 

 また、市のホームページや生涯学習情報提供サイト✪「マイ・ステージ」を使った

インターネットによる情報提供、サークル紹介冊子や広報折り込み生涯学習情報紙

といった印刷物による情報提供の双方を活用して、学びたい人に必要な情報を届け

ることができるよう取組を進めます。 

 

 学びの充実とネットワークづくり 

 学びをより充実させるために、多様で専門的な講座を実施します。獨協大学や上

野学園大学短期大学部、ＮＰＯ法人や民間企業等と連携し、大学公開講座やそうか

市民大学✪など内容を深めた学びの機会を提供するとともに、魅力的な講座を実施

することができる講師を確保するため、近隣市町村や様々な学習主体と連携し、情

報共有や人材の発掘に努めます。 

 また、子ども大学そうか✪では、普段通っている小学校ではなく、大学などの場で

学ぶことにより、地域で子どもを育む仕組みを整備し、子どもたちの知的好奇心に

応えられるよう内容の充実を図ります。 

 

 学びの成果をいかす人づくり 

 学びを通して得た知識や技術を発表する場を提供することにより、学びの成果の

活用を図ります。 

 サークルや平成塾✪など地域で活動する団体を支援することにより、地域を支え

る団体の活動基盤の強化を図ります。  

 また、新成人のつどいについて運営方法等を検討するとともに、若い世代が地域

に関心を持つ機会となるよう努めます。  

主な取組 
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基本目標 ４ 学びの成果が発揮される生涯学習の推進 

 
 
４－２ 公民館・文化センターの整備と生涯学習環境の充実 
 

現状と課題 

 公民館・文化センターの整備については、必要に応じて修繕等を行ってきましたが、

今後も市民が安全で快適に利用できるようにするため、適切な修繕・改修工事を計画的

に実施していく必要があります。特に、中央公民館及び川柳文化センターについては、

施設の経年劣化が進んでおり、その対応について検討が必要となっています。 

 また、各公民館・文化センターの設備や備品等についても、利用者が安全で快適に利

用できるよう定期的な買い替えや修繕などを行っていく必要があります。 

 公民館・文化センターの運営については、少子高齢化やグローバル化が進む中、子育

て支援事業の充実及び土曜日や放課後における子どもたちの居場所づくり、高年者事業

の充実、並びに外国籍市民を対象とした事業等の検討が必要となっています。また、大

学、ＮＰＯ法人、サークル団体など民間学習団体の学習資源を積極的に活用する必要が

あります。 

 なお、誰もが利用しやすい学習施設となるよう、利用手続の簡素化や利用条件の緩和

など、学習施設の利便性の向上も求められています。 
 

 

 

 
 

 公民館・文化センターの整備については、草加市公共施設等総合管理計画に基づき施設

の長寿命化を図るため、適切に施設の状況を把握し、より効果的・効率的な維持管理や修繕

に努めるとともに、公民館・文化センターの長寿命化計画(個別施設計画)の策定を進めま

す。なお、中央公民館及び川柳文化センターについては、耐震化に向けた施設の整備も併せ

て検討します。 

 公民館・文化センターの運営については、放課後における子どもたちの居場所づくりを

継続して進めるとともに、子育て支援事業及び高年者事業の充実並びに外国籍市民向けの

事業の実施を進めます。 

 併せて、既存や新規事業について、大学、ＮＰＯ法人、サークルや団体など民間学習団体

の学習資源の積極的な活用を図ります。 

施策の方向 

 施 策 



103 
 

 また、施設利用については、利用手続の簡素化や利用条件の緩和など、学習施設の利便性

の向上の検討を進めます。 

 

 

 
 

 地域における生涯学習施設の整備 

 各館において、効果的・効率的な維持管理に努めるとともに、適切な修繕等を実施しま

す。特に、中央公民館及び川柳文化センターについては、安全安心で使いやすい施設とする

ため、耐震性の強化やバリアフリー化などに向けた検討を進めます。また、設備等の老朽化

対策として、計画的な設備更新等を実施します。 

 

 身近で地域性をいかした学習機会の提供 

 各館において、青少年事業、成人事業、高年者事業、総合事業、音楽と文化の

まちづくりの５つの区分により事業を推進します。特に、子どもたちの居場所づ

くりのための青少年事業や、成人事業の中の子育て支援事業及び高年者事業の充

実を図ります。 

 併せて、事業実施に当たっては、草加らしさや各館の地域性による特色ある内

容を取り入れるとともに、ＳＫＴ（スポーツ・健康づくり都市宣言）に関連する

事業の充実を図ります。 

 また、大学、ＮＰＯ法人、サークルや団体など地域資源としての人材や自然環

境などを積極的に活用するとともに、利用団体との共催事業等により、市民の学

習機会を増やすよう取り組みます。 

  

主な取組 
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基本目標 ４ 学びの成果が発揮される生涯学習の推進 

 
 
４－３ 文化遺産の発掘・保存・活用の計画的、継続的な取組の推進 
 

現状と課題 

 江戸時代に日光道中の宿場町として栄えた草加には、松並木や町屋建築の建造物が旧

街道沿いに残っており、また、縄文時代に造られた丸木舟や古墳時代の土器など、学術

的に貴重な文化財も市域から数多く出土しています。 

 草加せんべいを始めとする地場産業や地域の祭り、民俗行事なども草加の歴史を語る

上では外すことのできない貴重な文化遺産です。 

  国の名勝に指定された「草加松原」については、国指定名勝「おくのほそ道の風景地 

草加松原」保存活用計画に基づき、その歴史とともに形成されてきた優れた風致景観な

どの本質的価値を適切に保存していく必要があります。 

 さらに、草加市文化財保護指針の方向性を踏まえ、地域に残る有形・無形の貴重な文

化遺産を市民共有の財産として将来にわたり、価値を損なうことなく保存・活用してい

くために、文化財の存在を伝え、その価値を正しく捉えることができるような取組を一

層充実させていくことが重要です。 

 歴史民俗資料館は、草加松原が国の名勝に指定されたことから、市内外から多くの来

館者を迎えています。今後、草加の歴史を学び、紹介する教育施設として充実を図って

いくことが重要です。 

 また、現在の歴史民俗資料館は国の登録有形文化財であり、外見を大きく変える増築

や改修は行うことができません。文化財的価値を守りつつ、来館者の安全性・快適性を

確保するため、改修や施設更新を図る必要があります。さらに、収蔵資料の保管につい

ては、外部委託倉庫、学校等に分散されており管理上問題もあることから、一括して管

理することができる収蔵施設を整備する必要があります。 

 また、将来的な課題として、市史の編さん及び公文書館整備事業の推進や、埋蔵文化

財保護体制の充実に向けた方向性についても検討が必要となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 施 策 
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 草加の歴史文化を構成する貴重な文化財について、草加市文化財保護指針を踏ま

え、「文化財保護意識の高揚」、「文化財保護体制の確立」、「文化財保護施設の整備」

の三つを大きな柱とし、個々の取組を推進します。 

 

 

 
 

 文化財保護意識の高揚 

 草加市文化財保護指針に基づき、文化財の存在を伝え、価値を正しく理解し、親

しみを持てるよう、小中学校における社会科授業及び社会科見学への対応や、歴史

民俗資料館主催の展示及び講座等の事業を開催します。また、『草加市の文化財』

などの刊行物や広報誌への掲載、ＳＮＳ等を通して文化財価値の周知を図ります。

さらに、国指定名勝「おくのほそ道の風景地 草加松原」✪については、保存活用計

画に基づき、優れた風致景観を維持し良好な環境の創出に向けて取り組みます。 

 

 文化財保護体制の確立 

 市史編さん事業や歴史的公文書等を管理するための公文書館の整備に向けて、こ

れまで収集してきた資料整理等を行います。また、その際に、国・県等の関係機関

や庁内の関係部署と連携を、より一層図ります。 

 

 文化財保護施設の整備 

 本市唯一の文化財保護施設である歴史民俗資料館を市の文化財保護の拠点施設

としての充実を図るため、計画的な整備に向けて取り組みます。 

 また、一括して文化財を管理することができる収蔵施設の確保に向けて取り組み

ます。 

 

 

施策の方向 

主な取組 
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基本目標 ４ 学びの成果が発揮される生涯学習の推進 

 
 
４－４ 読書活動を支える図書館サービスの充実 
 

現状と課題 

 中央図書館では近年、利用者数及び図書貸出数の減少が続いています。そこで、利便

性の向上による利用者数や図書貸出数の増加を目指し、公民館図書室、サービスコーナ

ー✪及び地域開放型図書室✪とのネットワークの活用により、図書やその他の資料を効果

的・効率的に提供するなど図書貸出サービスを充実しました。 

 また、ＩＣＴ✪の活用により、来館することが難しい障がい者や高年者もいつでもど

こからでも利用可能な電子図書館の開設や、ホームページからのパスワード登録、Ｗｅ

ｂＯＰＡＣ（オンライン蔵書目録）での資料検索の実施による利便性の向上、ＬＬブッ

ク✪の充実や文化事業の開催による利用者の裾野の拡大に努めてきました。 

 今後も、市民の皆様の知的好奇心に応える図書館づくりに努めるとともに、読書や図

書館の魅力を広く発信していく必要があります。 

 図書館づくりは、様々な年齢層の利用者を意識していくことになりますが、図書館資

料の収集に当たっては、とりわけ、草加市子ども読書活動推進計画の実現に資する資料

の整備充実に努め、市民ボランティアや関係諸機関と連携して子どもの読書活動に対す

る重点的かつ積極的な環境の整備及び支援を行う必要があります。 

 さらに、図書館の新たな役割として、中学生や高校生の学習の場や、日本語を母国語

としない子どもたちへの日本語教育の場の提供が求められています。 

 なお、図書館を快適に利用できる環境を整備するとともに、施設や設備の維持管理を

適切に行うことが求められています。 
 

 

 

 
 

 本市における「知の拠点」として、市民の生涯にわたる自主的な学習活動を支え

促進するとともに、教養、調査研究、レクリエーションの三つを施設目的として掲

げる図書館法に基づき、「図書・その他の資料の充実及び効果的・効率的な提供」「郷

土資料等の充実」「レファレンス✪の充実」「誰もが使いやすい図書館サービスの充

実」「子ども読書活動の推進」「快適な利用環境の整備・維持」を柱として個々の取

組を推進します。 

施策の方向 

 施 策 
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 図書・その他の資料の充実及び効果的・効率的な提供 

 魅力ある蔵書の整備に加え、公民館図書室や小学校を活用した地域開放型図書室✪

等を結ぶ図書館ネットワーク、他の公立図書館との相互貸借、獨協大学図書館との

連携、いつでもどこからでも利用可能な電子図書館など、図書館サービスの利用方

法を広く周知し市民が読書に親しむ機会を増やすことにより、図書館資料を効果

的・効率的に提供します。 

 ブックリストの配置など読書活動に関する啓発・広報を推進し、学校・家庭・地

域において、市民が読書に親しむ環境の充実を支援します。 

 図書館に求められる社会的な機能や役割を再確認し、草加らしい特色のある分館

の在り方について検討していきます。 

 

 郷土資料等の充実 

 本市の「知の拠点」として郷土資料の整備、充実を図ります。 

 また、日本文学研究者ドナルド・キーン氏の著作や、『おくのほそ道』等、草加

にゆかりのある資料の収集に努めます。 

 

 レファレンスの充実 

 市民の生活課題や身近な調べ物の相談窓口であるレファレンス✪の機能を充実し、

調べ物に役立つ図書等を分かりやすく紹介するパスファインダー等の資料や情報

を積極的に発信します。 

 

 誰もが使いやすい図書館サービスの充実 

 文字を読んだり本の内容を理解したりすることが苦手な人のために、写真や絵、

ピクトグラムを用いてやさしく・分かりやすく書かれているＬＬブック✪や、視覚障

害者や印刷物を読むことが困難な人のためのデジタル録音図書（デイジー）を整備

します。 

 また、音声読み上げ機能や文字拡大機能付きの電子書籍を活用し、来館が難しい

障がい者や高年者等がいつでもどこからでも利用可能な電子図書館を整備するな

ど、誰もが使いやすい図書館サービスの充実を図ります。 

主な取組 
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 子ども読書活動の推進 

 読書に携わる市民ボランティアや関係諸機関と連携し、子どもが読書に親しむ環

境の充実を図ります。 

 また、調べ学習や総合学習への資料提供を通じて小学校の読書活動を支援します。 

 

 快適な利用環境の整備・維持 

 図書館を快適に利用できる環境を整備するとともに、施設や設備の維持管理を行

います。 
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基本目標 ５ 人権教育の推進 

  
 
５－１ 学校人権教育の推進 
 

現状と課題 

 現在、女性、子ども、高年者、障がいのある人、同和問題、外国人、インターネット

による人権侵害、性同一性障がいを始めとした性的マイノリティ✪（ＬＧＢＴ✪など）、

北朝鮮当局による拉致問題等、様々な人権問題があります。平成２８年度（2016年度）

には、人権に関する法律が三つ施行されました。 

 一つ目は、障害のある人もない人も安心して暮らせる社会の実現を目指した「障害を

理由とする差別解消の推進に関する法律」。 

 二つ目は、民族や国籍などの違いを越えて、互いに人権を尊重しあう社会の実現を目

指した「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法

律（ヘイトスピーチ解消法）」。 

 三つ目は、部落差別のない社会の実現を目指した「部落差別の解消推進に関する法律」

です。 

 本市では、上記に掲げた様々な人権問題に関わる体験的な学習等を通して、人権問題

について自ら学び、考える力やコミュニケーション能力の向上を養っています。また、

管理職を始め、人権教育担当者等を対象とした研修会を開催し、各校での校内研修によ

り教職員の人権意識の高揚を図っています。また、各校では、様々な人権問題について

授業等で学習するなど、全ての教育活動において、豊かな心を育み、児童生徒一人ひと

りの人権意識を高める様々な取組が行われています。平成３０年度（2018年度）の草加

市学力・学習状況調査では、「人の気持ちが分かる人間になりたいと思いますか」という

質問に対し、「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した児童生徒の割

合が約９５％となっています。 

 今後も、幼保小中を一貫した教育✪を通して、全ての教育活動において児童生徒の発

達段階に応じた取組の充実と、参加体験型学習を始めとした児童生徒の主体的な学習活

動を促す指導内容や指導方法について、工夫・改善を図ることが必要となります。 
 

 

 

 

 

 

 施 策 
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 児童生徒一人ひとりの発達段階に応じた人権を大切にし合う教育を推進し、人権

意識の高揚を図り、人権についての正しい理解を深め、様々な人権問題を解決しよ

うとする児童生徒の育成を目指します。 

 また、インターネットによる人権侵害や性の多様性などの新たな人権問題にも対

応できるよう、管理職対象の研修会を始め、教職員の人権教育研修の充実を図りま

す。人権感覚を磨く授業づくりを推進するとともに、実感を伴うような研修会など

を通して教員の指導力の向上を図ります。 

 さらに、子どもの人権擁護の視点に立ち、基本的人権を尊重する意識の醸成・定

着・高揚に努めます。 

 

 

 
 

 学校人権教育の推進 

 児童生徒が自他を尊重する人権意識を高め、主体的に行動していく実践力を身に

付けるために、新しい人権感覚育成プログラム✪を取り入れた学習や白杖を使った

アイマスク体験、当事者の体験談を基にした話合い活動、異学年交流など様々な体

験的な学習等を通して、人権問題について自ら学び、考える力やコミュニケーショ

ン能力の向上を養います。そのために、人権教育全体計画に基づき、各教科・領域

等の年間指導計画に人権教育を位置付け、人権を正しく学ぶ教育をより一層推進し

ます。 

 また、人権課題に関する作文や標語づくりに取り組み、人権標語を短冊にした掲

示や人権文集の発行など、人権・同和問題への取組を積極的に推進します。 

 人権・同和問題については、教職員研修の充実を図ります。管理職研修会では、

外部講師を招き、歴史的背景や現代の課題等の講演を開催します。また、教職員の

キャリア段階に応じた新採用教員研修、３年次教員研修、５年経験者研修、キャリ

ア・アップ研修では、人権に関するテーマを取り上げ、現地研修や人権感覚育成プ

ログラム✪を活用し、実感を伴う研修を実施します。さらに、人権感覚育成指導者及

び人権教育主任対象の研修会を通して、各校での人権研修会の更なる充実を図りま

す。 

 教職員や保護者、市民の方々を対象に「人権を考える市民のつどい」を開催し、

施策の方向 

主な取組 
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人権作文の発表、人権に関する講演及び情報提供を行います。 

 今後も、幼保小中を一貫した教育✪を通して、人権教育を推進します。 

 

 児童虐待から子どもを守る取組の推進 

 児童虐待から子どもを守るため、学校において、管理職を始め、担任や養護教諭

等とともに、より多くの目で児童生徒を見守ることができるよう、学校へさわやか

相談員✪、スクールカウンセラー等を配置、派遣し、外傷、衣服の汚れ、欠席の背景、

その他の虐待の兆候をうかがわせる事実を早期発見・早期対応できるような組織づ

くりに取り組みます。また、スクールソーシャルワーカー✪などを活用し、学校や家

庭、地域社会など、児童生徒を取り巻く様々な環境への啓発や支援、指導を行うと

ともに、幼保小中を一貫した教育✪を通して、継続して子どもたちを見守り、子育て

支援センター、児童相談所などの関係機関との連携を強化します。 
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基本目標 ５ 人権教育の推進 

 
 
５－２ 社会人権教育の推進 
 

現状と課題 

 日本国憲法で保障された基本的人権は、侵すことのできない永久の権利です。しかし、

今日でも同和問題を始め、女性、子ども、障がいのある人、高年者、外国人、性的マイ

ノリティ✪（ＬＧＢＴ✪など）等への差別行為、また出生地による結婚や就職差別、更に

は、インターネット等を通じての誹謗中傷、特定の人種や民族などの少数者に対しての

ヘイトスピーチ活動、北朝鮮当局による拉致問題など、多岐にわたる人権問題が生じて

います。 

 このような問題に対し、より多くの市民がこれらの人権問題について考え、より身近

なものとして捉えることができるよう、人権教育の啓発拠点である吉町集会所を管理運

営するとともに、差別・偏見意識を解消することを目指し、市内全ての公民館・文化セ

ンターにおいても人権教育講座を開催してきました。 

 今後も、様々な社会人権問題の解決を目的とした各種講座や研修会の開催が求められ

ます。 
 

 

 

 

 

 市民が自ら考え行動できるよう、吉町集会所や公民館・文化センターにおいて、

様々な啓発活動を実施し、更に学習機会を設けることで、全ての人が相互に存在を

認め合い、尊重し合う平和な社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 社会人権教育の推進 

 平成２８年度（2016年度）に制定された「部落差別の解消の推進に関する法律」、

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」や「本邦外出身者に対する不

当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」について、一層の周知を

 施 策 

施策の方向 

主な取組 
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図ります。 

 人権教育・啓発の拠点施設である吉町集会所においては、差別や偏見意識等を解

消することを目指して、成人・女性・子どもを対象とした人権教育教室や集会所ま

つり等を開催します。さらに、同集会所運営委員会や利用者会議等の意見を踏まえ、

同集会所の事業や施設の整備充実を図ります。 

 また、公民館・文化センターにおいても、引き続き、人権に関する講座や講演会

を開催し、市民への多種多様な人権問題に対する学ぶ機会を提供します。 
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  第６章 
計画の推進に際して 
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第６章 計画の推進に際して 

 １ 地域全体で取り組むための連携・協働 
 
 

学校・家庭・地域の役割 

 教育の振興を図るためには、教育に携わる全ての人々が、それぞれの役割と責任を自覚し、

互いに補完し合いながら、第三次草加市教育振興基本計画を推進していくことが重要です。 

 草加市教育委員会では、令和元年度（2019年度）から学校・家庭・地域による連携・協働を

より一層推進するため、コミュニティ・スクール✪（学校運営協議会✪制度を導入した学校）を

スタートさせました。この制度は、子どもたちを育てる上で、学校・家庭・地域が目標を共有

することが今まで以上に可能となり、それぞれが子どもの教育に主体的に関わることで、目指

す「草加っ子」（１５歳の姿）✪が具現化されるものとなります。 

 また、地域への愛着や誇りは、魅力あるまちづくりを推進する力になります。草加市教育委

員会では、本市の歴史や文化を学ぶことは、「いつまでもこのまちで暮らしたい」「このまちで

子どもを育てたい」といった気持ちを醸成することにつながると考えています。ふるさと草加

に愛着や誇りを持ち、未来を拓
ひら

く人材を育むためには、学校・家庭・地域の連携・協働が今ま

で以上に必要となります。 

 

◇学校では 

 第三次草加市教育振興基本計画を実効性のあるものとしていくためには、子どもたちの教育

を中心的に担っている、学校における取組が重要になります。 

 学校には、第三次草加市教育振興基本計画の基本理念を共有し、家庭・地域を含めた社会全

体と協力しながら、地域の実情や児童生徒の実態に応じて、主体的に教育施策に取り込むこと

を期待します。また、本市の豊かな地域資源を教材として活用し、ふるさと草加への愛着や誇

りを育む教育を推進することを期待します。 

 

◇家庭では 

 家庭は全ての教育の出発点であり、各家庭が子どもの教育に対して第一義的な責任を有する

ことは、教育基本法にも明記されています。 

 各家庭がその役割をしっかりと自覚し、子どもの基本的な生活習慣や倫理観、自制心や自立

心などを育んでいかなくてはなりません。そのためには、学校と家庭が役割分担を明確にした

上で、相互に連携・協働していくことが重要です。 

 

 



119 
 

◇地域では 

 地域は、学校や家庭と共に、子どもの教育に果たす役割が非常に大きく、子どもたちは地域

の大人との日常的な触れ合いを通して、地域の構成員としての社会性などを身に付けることが

できます。 

 地域住民に向けて学校の情報を積極的に発信するとともに、地域の人材を積極的に発掘し、

その力をいかすことが望まれます。 

 これからも、誰もがふるさと草加に愛着や誇りを持ち、生涯にわたって生き生きと学び、豊

かな人生を送るとともに、活力あふれる協働のまちづくりを地域全体で推進していくことが期

待されます。 

 

 ２ 計画の進行管理 
 
 

（１）施策評価の実施 
 
 

 第三次草加市教育振興基本計画に掲げた施策を進めるに当たっては、企画（Plan）→実施

（Do）→評価（Check）→改善（Action）というマネジメントサイクルを踏まえ、翌年度の

具体的な事業を検討することが重要であると考えます。 

 第三次草加市教育振興基本計画では、施策ごとにいくつかの成果指標を設定し、計画の進

捗状況や目標の達成度合いを測ることとしています。 

 草加市教育委員会では、当該計画の進行管理と合わせて、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律に基づき、年度ごとに教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況につ

いて点検・評価を実施し、結果を公表していきます。 

 

 

（２）各年度における教育方針及び重点施策の策定 
 
 

 第三次草加市教育振興基本計画は、令和２年度（2020年度）からの４年間に取り組むべき

教育施策を体系的に明らかにしたものです。 

 当該計画を着実に実現していくためには、各年度において、効果的に事業を展開していく

ことが必要です。 

 教育委員会では、計画期間中の各年度における重点的な取組を定めた草加市教育方針及び

教育行政の重点施策を毎年度策定し、この計画の着実な遂行に努めます。 

 

 



 ◆成果指標一覧

１―１ 子ども教育の連携の
推進

自己肯定感及び自己有用感が高い（子ども
教育の連携に関する児童生徒アンケート調
査から５段階で評価して、上位２段階に当
たる）児童生徒の割合
①自己肯定感が高い児童生徒の割合
②自己有用感が高い児童生徒の割合

①72.9％
②63.3％

①80％
②70％

訪問支援を行った幼稚園・保育園・認定こ
ども園の園数

23園 35園

乗り入れ授業を通して、中学校の先生に親
しみを感じた中学校１年生の割合

－ 70%

１―２ 自ら学ぶ「草加っ
子」の育成

全国学力・学習状況調査における県の平均
正答率との差
 ①小学校  国語
       算数

 ②中学校  国語
       数学

※平成３１年度調査からＡ・Ｂの区分がなくなりまし
 た。

①国語Ａ -1.0
  国語Ｂ -1.0
 算数Ａ  0.0
 算数Ｂ  0.0

②国語Ａ -3.0
 国語Ｂ -5.0
 数学Ａ -4.0
 数学Ｂ -4.0

全調査種別につ
いて、県平均正
答率との差を0
とする

１―３ 心豊かな「草加っ
子」の育成

「草加っ子の基礎・基本」における規律あ
る生活が定着(80％以上)している項目の割
合
 ①小学校
 ②中学校

①  93%
②100%

①100%
②100%

１―４ たくましく生きる
「草加っ子」の育成

新体力テストにおける体力・運動能力が総
合評価Ａ～Ｅの５段階中Ｃ以上の児童生徒
の割合
 ①小学校
 ②中学校

①81.4％
②82.7％

①85％
②85％

学校給食における市内産農産物の使用量
（累計）

95.3ｔ
（累計）

120ｔ
（累計）

市内小中学校におけるむし歯治療率 75% 90%

１―５ 多様なニーズに対応
した教育と支援の充
実

不登校児童生徒（年間30日以上）の割合
 ①小学校
 ②中学校

①0.49％
②3.60％

①0.35％
②2.73％

入学準備金・奨学資金貸付人数
（新規・継続）

25人 45人

施策 成果指標
実績値

（平成30年度)
目標値

(令和５年度)
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１―５ 入学準備金・奨学資金返済率
（現年度）

94.9% 95%

１―６ 「草加っ子」の学び
を支える指導力の向
上

全国学力・学習状況調査の質問紙調査にお
ける「国語の授業の内容はよく分かります
か」「算数（数学）の授業の内容はよく分
かりますか」という質問に「当てはまる」
又は「どちらかといえば、当てはまる」と
回答した児童生徒の割合の平均
 ①小学校 国語
      算数
 ②中学校 国語
      数学

H29
 ①国語81.7%
  算数76.1%
 ②国語70.9%
  数学64.1%
H30
 ①国語未実施
  算数80.7%
 ②国語未実施
  数学65.3%

①国語85％
算数85％

②国語75％
数学70％

１か月当たりの勤務時間外在校時間が次の
時間を超えた教職員の割合
 ①小学校 ４５時間 超
 ②中学校 ４５時間 超
 ③小学校 ８０時間 超
 ④中学校 ８０時間 超

①63.6％
②75.4％
③18.7％
④26.8％

①４０％未満
②５０％未満
③０％  ％
④０％  ％

インクルーシブ教育システムの構築に向け
た研修会を受講し、特別支援教育の重要性
について理解し、指導にいかしている教職
員の割合
①小学校
②中学校

－ ①100％
②100％

２―１ 学校評価におけるＡ評価の割合 47.9% 55%

学校応援団の人数 6,357人 6,500人

２―２ 家庭教育への支援 「親の学習」講座受講者アンケートで、
「今日の講座の中で学んだことを、今後の
子育てや子どもとの接し方に積極的にいか
す」「いかすよう努力する」と回答した保
護者の割合

95.7% 100%

「親の学習」講座受講者アンケートで、
「講座に参加して、将来大人になることに
希望がもてた」と回答した中学生の割合

－ 95%

地域とともにある学
校づくりの推進

施策 成果指標
実績値

（平成30年度)
目標値

(令和５年度)
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３―１ 安全安心な学校教育
施設の整備・充実

屋内運動場へのエアコン導入 － 78.1%

３―２ 学習環境の整備・充
実

授業中にＩＣＴを活用し、児童生徒にＩＣ
Ｔを活用させることができる教員の割合
 ①小学校
 ②中学校

①70.4％
②58.0％

①80％
②80％

４―１ 生涯を通した多様な
学習機会の充実

生涯学習活動を通じて身に付けた知識・技
能や経験等を、地域活動やボランティア活
動にいかしている人の割合

23%
【参考値】

平成26年度実施
「草加市生涯学習
市民アンケート」

より

33%

４―２ 公民館・文化セン
ターの整備と生涯学
習環境の充実

公民館・文化センター利用者数 588,539人 600,000人

４―３ 歴史民俗資料館来館者数 15,225人 15,800人

年間講座等（講演、講習、体験教室）開設
数

92回 95回

４―４ 読書活動を支える図
書館サービスの充実

市民一人当たりの年間貸出資料数 4.46点 5点

５―１ 学校人権教育の推進 草加市学力・学習状況調査の質問紙調査に
おける「人の気持ちが分かる人間になりた
いと思いますか」という質問に「当てはま
る」又は「どちらかといえば、当てはま
る」と回答した児童生徒の割合
 ①小学校
 ②中学校

①95.5％
②94.7％

①97％
②97％

５―２ 社会人権教育の推進 社会教育における人権教育事業参加者数 2,750人 3,400人

文化遺産の発掘・保
存・活用の計画的、
継続的な取組の推進

施策 成果指標
実績値

(平成30年度)
目標値

(令和５年度)
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 ◆用語解説

行 用語

あ ＩＣＴ Information and Communication Technology の略 で、 コン
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報コミュニケーション技
術のこと。ICTを活用し、アクティブ・ラーニング等に取り組むこ
とにより、児童生徒のコミュニケーション能力、課題解決能力、情
報活用能力等の育成が期待される。

7、34
49、64
65、67
84、96
97、106

アクティブ・ラーニング 学習者の能動的な参加を取り入れた教育法の総称。ここでは主体
的・対話的で深い学びのことを指す。

48

生きる力 本市では、子ども教育、生涯学習、人権教育の全てを通じて育
む、「基礎的な知識・技能を習得し、それらを活用して、自ら考
え、判断し、表現することにより、様々な問題に積極的に対応し、
解決する力」「自らを律しつつ他人とも協調し、他人を思いやる心
や感動する心などの人間性」「たくましく生きるための健康や体
力」などで、確かな学力、豊かな心、健やかな体の知・徳・体をバ
ランスよく身に付け、地域社会で子どもから高年者まで、一人ひと
りがよりよく生きていくために必要となる力のこと。

2、16
20、22
46、49
53、60
90

いじめ撲滅サミット 学校・家庭・地域がいじめに対する関心を高め、防止していこう
とする態度や意識を持つことを目的とし、全小中学校の代表児童生
徒が、いじめの撲滅について話し合いその成果を発表する会。

40、72

インクルーシブ
教育システム

障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達
させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするための、障
がいのある人と障がいのない人が共に学ぶ仕組み。

78、79
80、81
85

ＡＬＴ 中学校の英語、小学校の外国語活動のティームティーチングにお
ける授業の補助を行う者。外国語指導助手。

16、65
66、67

ＬＬブック 「ＬＬ」とは、スウェーデン語の「LättLäst」の略。誰もが読書
を楽しめるように工夫してつくられた、「やさしく読みやすい本」
のこと。

36、106
107

ＬＧＢＴ 性的指向としてのLesbian（レズビアン、女性の同性愛者）、
Gay（ゲイ、男性の同性愛者）、Bisexual（バイセクシャル、両性
愛者）、性自認としてのTransgender（トランスジェンダー、身体
の性と心の性に違和感を持つ人々）の頭文字を取った言葉で、セク
シャル・マイノリティ（性的少数者）の総称の一つ。

110
114

「親の学習」講座 埼玉県家庭教育アドバイザーによる保護者を対象とした「親が親
として育ち、力を付けるための学習」と、近い将来、親になる中学
生等を対象とした「親になるための学習」を指す。

90、91

説明 頁
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行 用語 説明 頁

か 学習補助員 児童生徒の個に応じたきめ細かな指導の実現に資することを目的
とし、市内小中学校における学習に関する補助を行う者。

66

学力向上プラン 各小中学校で児童生徒の学習・生活状況の実態と課題を明確にし
た上で、学力向上のために立案した計画。

18、64
66、84

学級集団アセスメント
検査

  学校生活における児童生徒個々の意欲や満足感及び学級集団の状
態を質問紙によって測定する検査。測定の結果からは、児童生徒
個々の学級生活における満足感や、学校生活における意欲、学級集
団の雰囲気や成熟状態などを知ることができる。

70、72

学校運営協議会 保護者や地域住民が学校運営に参画し、子どもたちの育成の方向
性や方法を考え、地域の協力を得ながら教育に反映させる仕組みを
有した組織。学校運営協議会を設置した学校をコミュニティ・ス
クールと称する。

86、87
118

学校応援団 学校における学習活動、安全確保、環境整備、部活動の支援など
について、ボランティアとして協力・支援を行う保護者・地域住民
による活動組織。

86、87
88

学校図書館図書標準 平成５年３月に定められた公立義務教育諸学校の学校図書館に整
備すべき蔵書の標準。

68、96
97

学校司書 児童生徒の図書館利用の充実を実現することを目的とし、学校図
書館教育に関する補助、担当教員の補助、図書整理、図書紹介等を
行う者。

65、66

学校適応指導教室 不登校の児童生徒の自立と学校生活への適応を図るため、学校以
外の場所で、不登校の児童生徒に対して、学校への復帰ができるよ
う指導を行う教室。草加市では、「ふれあい教室」の名称で運営さ
れている。

24、78
79、80

学校評価 学校教育法第４２条等を根拠とする評価制度。小学校などは、
「教育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果
に基づき学校運営の改善を図るため必要な措置を講ずることによ
り、その教育水準の向上に努めなければならない」とされており、
学校の教職員による評価（自己評価）、保護者など学校関係者によ
る評価（学校関係者評価）のほか、学校運営に関する外部の専門家
などによる評価（第三者評価）がある。

87、89

家庭・学校連携シート 保護者が家庭や園での生活の様子や、これまでの子育てで大切に
してきたことなどを、就学先の小学校へ直接伝えるための資料。

90、91
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行 用語 説明 頁

か カリキュラム・
マネジメント

子どもたちの姿や地域の実情等を踏まえ、各校が設定する学校教
育目標を実現するために、学習指導要領等に基づき教育課程を編成
し、それを実施・評価し改善していくこと。

10、61
64、65

国指定名勝「おくのほそ
道の風景地 草加松原」

草加松原は、綾瀬川沿いにある約１．５㎞の松並木であり、旧草
加宿の北側に位置する。江戸時代から日光道中の名所として知られ
てきた。一説では、天和３年（1683）の綾瀬川開削に伴い、松が
植えられたと伝わっている。松尾芭蕉の『おくのほそ道』に関連す
る名勝地が、後世の人々の風致景観に影響を与え、今なお往時の雰
囲気を伝える一連の風致景観として評価され、一群として名勝に指
定された。

2、38
105

国際理解教育補助員   日本語指導を必要としている外国人児童生徒の実態に応じ、きめ
細かく日本語支援、及び学習指導、学校生活への適応等の支援を行
う者。

9、66

子ども大学そうか 子どもの学ぶ力や生きる力を育み、地域で子どもを育てる仕組み
をつくるため、大学等と協働で新たな学びの場を創出する取組。

34、86
100
101

子ども避難所 児童生徒が不審者等に遭遇したときに避難できるように学校から
依頼した事業所等で、「子ども避難所」の看板を掲げている。

88

コミュニティ・スクール 学校運営協議会制度を導入した学校のことを示す。学校と保護
者、地域住民などが、力を合わせて学校運営に取り組むことを推進
する目的で設置されている。学校運営協議会では、市教育委員会か
ら任命を受けた保護者、地域住民等が学校運営や教育活動に関する
協議を行い、校⾧が作成する学校運営の基本方針を承認したり、学
校運営に関する意見を教育委員会又は校⾧に述べたり、教職員の任
用に関して、教育委員会に意見を述べたりすることができる。

87、118

さ 埼玉県学力・
学習状況調査

「学習した内容がしっかりと身に付いているのか」という今まで
の視点に「一人ひとりの学力がどれだけ伸びているのか」という新
たな視点を加えて埼玉県教育委員会によって実施されている調査。
対象は埼玉県内の小学校４年生から６年生と中学校１年生から３年
生。

16、18
40、64
66

埼玉県家庭教育
アドバイザー

埼玉県教育委員会が主催する埼玉県家庭教育アドバイザー養成研
修を修了した、子育て及び「親の学習」に関して専門的な知識・技
能を有する者。

90

埼玉県立草加かがやき
特別支援学校

平成２５年４月に旧草加市立松原小学校跡地に開校した知的障害
特別支援学校。地域における特別支援教育推進の中核として、支
援・指導の相談や実践を行うなど、「センター的機能」としての役
割も担っている。

26、79
81
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行 用語 説明 頁

さ サービスコーナー 中央図書館の分館的機能を持つ施設として設置。図書館職員が隔
週で市内小学校に出向き、児童及び地域の市民に対して中央図書館
に準じるサービスを行う窓口として開設している。

公民館や文化センターの図書室及び地域開放型図書室とともに、
本市の図書館ネットワークを構築している。

36、106

さわやか相談員 いじめや不登校等の対応に関すること、児童生徒、保護者との相
談及び支援に関すること、教職員等との連携、学校、家庭・地域社
会との連携、関係機関との連携に関すること等を職務としている。
草加市では、各中学校区に一人ずつ配置している。

24、80
82、85
112

支援籍 障がいのある児童生徒が在籍する学校又は学級以外で、必要な学
習活動を行うために置く学籍。例えば、特別支援学校に在籍する児
童生徒が居住地の小中学校に置くことにより、同じ学校のクラスメ
イトとして一定程度の学習活動を行うことができる。

79、81

自己肯定感 自分に対して肯定的な評価を感じている状態を指し、「自分は大
切な存在だ」と思うことができ、自分に自信を持つことができる
心。

32、53
60、61
80

自己有用感 自分が他人に「必要とされている」と感じている状態を指し、直
接、環境に関わりながら、他人に役に立った、他人に喜んでもらえ
たなど、相手の存在なしには生まれてこない心で、社会性の基礎と
なる心。

32

資質・能力 生きる力をより具体化し、教育課程全体を通して育成を目指す資
質・能力のこと。学習指導要領において、次の三つの柱に整理され
た。
 ⑴何を理解しているか、何ができるかという、生きて働く
  「知識・技能」
 ⑵理解していること・できることをどう使うかという、未知
  の状況にも対応できる「思考力、判断力、表現力等」
 ⑶どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るかと
  いう、学びを人生や社会にいかそうとする
  「学びに向かう力、人間性等」

10、16
20、22
60、82

指導の基 学習指導要領の趣旨の実現に向けた草加市の教員のための参考資
料。

66、67
82、83

社会に開かれた教育課程 ２０２０年度（小学校）から実施される学習指導要領において、
改訂の方向性として示されたキーワード。学校と社会が「よりよい
学校教育を通じてよりよい社会を創る」という目標を共有し、お互
いに連携・協働して学校教育を進めることで、未来を創るための資
質・能力を育んでいく教育課程のことを指す。これにより教育課程
が学校内に留まるものではなく、地域住民による学校支援活動など
の取組も含み込むことになる。

10、32
60、61
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行 用語 説明 頁

さ 主体的・対話的で深い
学び

「主体的な学び」とは、学ぶことに興味や関心を持ち、自己の
キャリア形成の方向性と関連付けながら、見通しを持って粘り強く
取り組み、自己の学習活動を振り返って次のつなげる学びのこと。

「対話的な学び」とは、子ども同士の協働、教職員や地域の人
との対話、先哲の考え方を手掛かりに考えること等を通じ、自己の
考えを広げ深める学びのこと。

「深い学び」とは、習得・活用・探究という学びの過程の中
で、各教科等の特質に応じた「見方・考え方」を働かせながら、知
識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査して考えを
形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思いや考えを基
に創造したりすることに向かう学びのこと。

10、48
64、65
67、83
84、97

生涯学習指導者バンク
制度

市民の生涯学習に関する専門的な知識や経験、技能のある人材を
指導者として発掘、登録し、その情報の提供及び活用を図る制度。
「学びたい人」と「教えたい人」を結びつける仕組み。

34、100
101

生涯学習情報提供サイト 市民の学びの環境づくりや活発化を図るため、学習施設、サーク
ル、学習指導者の情報についてインターネットを通して収集・提供
できるシステム。

34、100
101

情報リテラシー教育 情報や情報機器を主体的に選択し、活用するとともに、情報を積
極的に発信することができるための基礎的な能力を育成する教育。

7

食育応援農家 学校給食食材の農産物を供給する市内の農家。市内産農産物を活
用した地産地消や収穫体験などの取組を行っている。

74、77
92

人権感覚育成プログラム   埼玉県教育委員会が開発した、児童・生徒の人権感覚を育むため
の体験活動や参加体験型の活動を組み入れた人権教育の学習プログ
ラム。「自己尊重の感情」や「生命尊重」、「コミュニケーション
能力」等、人権感覚の育成に必要と考えられる九つの視点を設け、
児童生徒が発達段階に即して、各教科、領域、総合的な学習の時間
の中で、計画的、系統的に学習できるよう構成されている。

40、111

新体力テスト 文部科学省が国民の体力・運動能力の現状を明らかにし、体育・
スポーツの指導と行政上の基礎資料を得ることを目的に毎年実施し
ている調査。埼玉県内では公立小中学校及び公立高等学校の全ての
児童生徒が対象で、「握力」「上体起こし」「⾧座体前屈」「反復
横とび」「５０m走」「立ち幅とび」「ボール投げ」「持久走」ま
たは「２０mシャトルラン」を実施種目とする。

22、74
76

スクールガード・
リーダー

学校と連携して学校内外での子どもたちの安全を確保し、安心し
て安全に学習できる環境を守るため、巡回指導などを行う地域学校
安全指導員。

88

128



行 用語 説明 頁

さ スクールソーシャル
ワーカー

定期的に学校訪問を行い、児童生徒の情報収集、対応についての
助言等を行う。また、当該校⾧からの要請を受け、ケース会議への
参加や家庭訪問等の児童生徒支援も行う。その他、学校と市の福祉
部門や児童相談所、子育て支援センター等との連携についての助言
を行う。

24、78
79、80
112

性的マイノリティ 身体の性別と性自認（性別に関する自己意識のこと）が一致しな
い者や、性的指向が同性や両方の性に向かう者など、性的少数者。
セクシャル・マイノリティとも言う。

110
114

全国学力・学習状況調査 義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な
児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題
を検証し、その改善を図るとともに、学校における児童生徒への教
育指導の充実や学習状況の改善等に役立てるために実施する調査。
調査対象は小学校第６学年と中学校第３学年。調査内容は、教科に
関する調査（小学校は国語、算数、理科。中学校は、国語、数学、
英語、理科。）と、生活の諸側面や学習環境等に関する質問紙調
査。
※平成２４年度調査から理科、平成３１年度調査から英語が追加になり、三年に一
度程度の実施。

16、40
64、66

そうか市民大学 「学びを通してのきずなの形成」を建学の精神に、「自分をつく
る」「人と出会う」「まちをつくる」ことを目的に様々な講座を開
設し、市民の高い生涯学習意欲に応えている。講座の企画運営は市
民が主体となった「そうか市民大学推進委員会」が担っている。

34、100
101

草加っ子の基礎・基本 市内の児童生徒に身に付けさせたい「基礎学力」「規律ある生
活」「健康・体力」に関する基礎的・基本的内容を目標として、草
加市教育委員会が平成１６年１２月に策定したもの。各校において
具現化し、取り組んでいる。

16、20
22、66
67、71
75、76
83

]草加っ子の学びを支える
授業の５か条

草加っ子に「知識・技能」「思考力、判断力、表現力等」「学び
に向かう力、人間性等」の３つの資質・能力を身に付けさせるため
に、具体的な授業改善の方策として、平成２８年度から取り組んで
いる。第１条から第5条まで授業の流れに沿ったものであり、１時
間１時間の授業を積み重ねる中で発達段階や教科領域の特性に即し
ながら、草加市の全ての教師がこの5か条を意識した授業を行う。
児童生徒の学力向上に向けた授業改善の方策としている。

18、66
67、82
83

草加寺子屋（土曜学習） 主に算数及び国語 等の基礎学力を身に付けたいと願う小学生のた
めに、原則として第２・第４土曜日に草加市教育委員会が提供して
いる自学自習の場。

67、91
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行 用語 説明 頁

た 体力・運動能力 体力とは「筋力」「持久力」「柔軟性」「敏捷性」などの技術を
できるだけ排除した形で捉えた生体の機能を意味し、運動能力は
「疾走能力」「跳躍力」「投能力」などの運動やスポーツに必要な
スキルを加味した能力を意味する。

22、42
74、75
76

確かな学力 知識や技能はもちろんのこと、これに加えて、学ぶ意欲や自分で
課題を見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題
解決する資質や能力等まで含めた力。

2、18
64、65

地域開放型図書室 西町小学校、川柳小学校及び高砂小学校に中央図書館の分館的機
能を持つ施設として設置。毎週日曜日に開放し、地域の市民に対し
て中央図書館に準じるサービスを行っている。

公民館や文化センターの図書室及びサービスコーナーとともに、
本市の図書館ネットワークを構築している。

36、50
106
107

超高齢社会 全人口のうち65歳以上の高齢者が占める割合（高齢化率）が
21％を超える社会のこと。 高齢化率7～14％は「高齢化社会」、
14～21％は「高齢社会」という。

6、100

超スマート社会
（Society5.0）

必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要なだけ提供し、社会
の様々なニーズにきめ細やかに対応でき、あらゆる人が質の高い
サービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語などの違いを乗り越
え、生き生きと快適に暮らすことのできる社会のこと。Society5.0
とは、その実現に向けた一連の取組を指し、狩猟社会、農耕社会、
工業社会、情報社会に続く新たな社会を生み出す変革を、科学技術
イノベーションが先導していくという意味を持つ。

46

通級指導教室 通常学級に在籍している「難聴、言語障害」のある児童、知的障
害を伴わない「発達障害・情緒障害」のある児童生徒に対して、各
教科等の指導の大部分を通常の学級で行い、障がいに応じた特別な
指導を行う教室。

78、79
80、82
83

特別支援学校が担う
センター的機能

特別支援学校が、その専門性をいかし、地域の小中学校などに在
籍する障がいのある児童生徒などへの指導に対する支援を行うな
ど、その地域における特別支援教育の中核的な役割を担う働き。

26、79
81

特別支援教育 障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けて、一人ひとりの
教育的ニーズを把握し、その可能性や能力を最大限に高め、生活や
学習上の困難を改善、克服するため適切な教育的支援を行うことを
目的とした教育。

9、26
80、82
85

特別支援教育支援員 特別支援学級に在籍する児童生徒の障がいの状態及び課題に応じ
た教育的ニーズに基づき、個に応じた介助や学習の補助に努め、児
童生徒の自立に向けた支援を行う者。

80

匿名報告・相談アプリ
「ＳＴＯＰｉｔ」

いじめ等を受けている、もしくは、いじめを見ていた人が匿名で
報告・相談ができるアプリのこと。悩みを相談できるツールの一
つ。

24、70
72
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行 用語 説明 頁

な 乗り入れ授業 小学校との兼務発令を受けた中学校教員と市費で各中学校に配置
する子ども教育連携教員が、中学校区内の小学校で、主に小学校６
年生を対象に定期的に授業を行う取組。

60、61
62

は 非構造部材 建築物を構成する部材のうち、天井材、照明器具、窓ガラス、外
装材、内装材、設備機器、家具等、建物のデザインや居住性の向上
などを目的に取り付けられるもの。

2、28
94

フッ化物洗口  低濃度のフッ化物水溶液でブクブクうがいをするむし歯予防法。 77、92

プログラミング教育 自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの
組合せが必要であり、一つひとつの動きに対応した記号をどのよう
に改善していけば、よりよい意図した活動に近づくのか等を論理的
に考えていく力を身に付けるための教育。

10、67
84、96
97

平成塾 子どもたちと高年者との世代間交流、学校と地域の交流の場とし
て、小学校の施設を活用し開設している。現在１４の平成塾が設置
され、各平成塾とも運営委員会が組織され、運営に当たっている。

34、101

ま 目指す「草加っ子」
（1５歳の姿）

草加市の全ての子どもたちが、１５歳までに身に付けてほしい力
を「自ら学び、心豊かに、たくましく生きる」と定め、知・徳・体
それぞれについて具体的な姿を示したもの。

32、48
53、60
61、90
118

目指す「草加っ子」
（草加市幼保小中教育指
針）

草加市内の幼稚園・保育園・認定こども園・小学校・中学校が、
校種や子どもの発達段階が異なっても、子どもの育ちを支える基本
的な指導事項について１５年間の見通しを持って指導のねらいや指
導内容を共有し、一体となって子どもを育てていくための指針。

61

や ユニバーサルデザインの
視点を取り入れた授業

特別な教育的支援を必要とする児童生徒にとって「わかる、でき
る」授業を通常学級でも行うことで全ての児童生徒にとってもより
「わかる、できる」授業にするという考え方で設計された授業。

82、83

幼保小中を一貫した教育 「自ら学び、心豊かに、たくましく生きる」草加っ子を育むこと
を目的として、幼稚園・保育園・認定こども園・小学校・中学校、
家庭、地域が一体となって子どもの育ちを支える草加市独自の教
育。

16、18
20、22
32、48
53、60
61、62
65、67
70、75
76、90
91、110
112
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行 用語 説明 頁

ら レファレンス 利用者の課題解決に役立つ調べ物相談のこと。参考調査とも言
う。市民等が学習・研究・調査を目的として必要な情報・資料等を
求めた際に、図書館の職員が資料を検索・提供等のサービスを行
う。

36
106
107
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［平成３０年度］ 

○平成３０年４月～平成３１年１月 

 事務局内での調整会議（４回） 

○平成３０年４月～平成３１年３月 

 委員協議会での協議・報告（６回） 

○平成３０年１２月２６日 

 第２回総合教育会議での意見交換 

 

［令和元年度］ 

○平成３１年４月１９日 

 事務局内での調整会議（１回） 

○令和元年６月～９月 

 委員協議会での協議・報告（３回） 

○令和元年７月２日～８月２日 

 附属機関ほか関係団体、市長部局への意見照会 

○令和元年８月２６日 

 第１回総合教育会議での意見交換 

○令和元年１２月２０日～令和２年１月２０日 

 パブリックコメントによる意見照会 

○令和元年１２月２６日 

 第２回総合教育会議での意見交換 

○令和２年２月６日 

 草加市教育委員会第２回定例会にて議決 

○令和２年４月１日 

 第三次草加市教育振興基本計画 施行 

策定経緯 
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関係団体への意見照会 

 

○点検評価委員 

○草加市奨学資金貸付審査会 

○草加市小中学校通学区域審議会 

○草加市いじめ問題対策連絡協議会 

○草加市いじめ問題調査対策委員会 

○草加市障害児就学支援委員会 

○草加市子ども教育連絡協議会 

○草加市社会教育委員 

○草加市文化財保護審議会 

○草加市公民館運営審議会 

○草加市立図書館協議会 

○草加市私立幼稚園協会 

○草加市ＰＴＡ連合会 

○草加市立小学校長会・中学校校長会 

○埼玉県立草加高校 

○埼玉県立草加西高校 

○埼玉県立草加東高校 

○埼玉県立草加南高校 

○埼玉県立草加かがやき特別支援学校 

○獨協大学 

 

パブリックコメントによる意見照会 
 

区分 団体数 人数 意見件数 

合計 １４ ２７ ４２ 

区分 団体数 人数 意見件数 

合計 １４ ２７ ４２ 

区分 個人・団体 意見件数 

合計 ５・１ ８ 

区分 団体数 人数 意見件数 

合計 ９ １２ ９３ 

意見照会 
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